
１ はじめに

転倒や交通事故等の接触事故において下肢を骨折

した患者や脳卒中などにより歩行訓練を必要とする

患者のリハビリテーションは, 平行棒や杖を用いた

歩行訓練からスタートするケースが多い.

訓練を始める際には, 患足側 (骨折あるいは, ま

ひ側) への負担を軽減させるため全体重の1/3, あ

るいは1/2といった部分荷重を患足側にかけるよう

医師から荷重コントロールの指示がある. そこで患

者は, 体重計に患足を載せ, 負荷をかける荷重を感

覚的に覚え込む訓練を行う必要がある. 特に, 高齢

により感覚機能が低下した患者にとっては, このよ

うな部分荷重を体得する訓練方法が難しく, 指定し

た荷重にコントロールできないことなどから新たな

訓練機器のニーズ１)が高まっていた. このような背

景から骨折や脳卒中患者などの早期リハビリテーショ

ンを目的とし, 高齢者にも使いやすい短下肢装具を

用いた荷重コントロール装置の試作を行ったので報

告する.

２ 実験方法

２－１ 試作装置の特徴

図１に試作した短下肢装具型荷重コントロール装

置の構成を示す. 装置は, 荷重センサ (Load Sen-

sor) を足底に装着した装具と荷重量を演算し数値

を表示する荷重コントロールで構成される.
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荷重センサ内部には, フィルム製の直径9.5mmφ

感圧素子 (ニッタ製,FlexForce) が組み込まれ, 感

圧部に力を加えるとその力に反比例して抵抗値が減

少する. その抵抗値変化量を荷重コントロール内の

マイコンで荷重値として変換し, 表示する仕組みで

ある. 患者は, 歩行を行う際あらかじめ医師から指

示のあった部分荷重 (1/3, あるいは1/2の荷重) を

コントロール部で設定し歩行訓練を開始する. 部分

荷重に到達すると警告音が鳴り, 患足を床面から離

すタイミングを習得する. このような手順で歩行訓

練を進めることができる.

次に, 短下肢装具の構造, 床接地レベルとの高さ

や荷重センサの配置について説明する.

対象者が骨折や脳卒中患者であることから足の変形

などを考慮し短下肢装具は, つま先から膝下までを

固定するポリプロピレン製にした. また, 足関節部

の構造は, 足首の上下のみ可動 (背屈・底屈フリー)

し, 横方向の動きに制限を加えることで足の変形し

た患者への装着を可能とした.

また, 立位姿勢における健足と患足の高さ調整お

よび足底の荷重センサ配置について図２に示す. 患

足側装具の足底には高さ33mmの荷重センサが装着

されていることから, 健足側の高さ調整が必要とな

る. そこで健足と患足が同じ高さになるように健足

側足底に補高 (アジャスター) を取り付けた. また,

踵骨やMP関節の分節ごとの荷重量を検出する目的

から, ２個の荷重センサは140～170mm間に配置で

きる構造とした.

２－２ 荷重センサの特性

荷重センサの電気抵抗値特性を図３に示す. 荷重

値に関してはニュートン表記ではなく, 医療・患者側

に馴染みのあるキログラム表記とした. ５㎏から45㎏

まで５㎏ごと順方向に加重した結果を曲線a (加重),

その逆方向に抜重した結果を曲線b (抜重) で示し

た. 荷重センサは０～最大45㎏まで計測できる. 同

じ力を加えたときに加重方向と抜重方向で出力差

(ヒステリシス) が生じることから, ２曲線間の近

似値を求め可変抵抗等を用いて傾きを補正する回路

を検討した.

２－３ 歩行接地パターンについて

実際の歩行イメージは図４のような動きをする.

歩行中の短下肢装具の動きは山本ら２)によって踵か

ら着地しMP関節接地で蹴り出す装具歩行が理想的

であると報告されている. 図中の左から立脚初期で

踵接地となり, 踵部の荷重センサが感知し, 次の立

脚中期で踵部とMP関節部両方の荷重センサが感知

する. 立脚後期では, MP関節部の荷重センサで踏

込み, つま先が離れ遊脚期へと移行する.

本試作装置の接地パターンは, 前述の理想的な装

具歩行形態に近く踵部とMP関節部の荷重を検出で

きることから適正な荷重評価と患者の歩容にあわせ

た訓練がスムーズに実施できると考えられる.
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図２ 床接地レベルと荷重センサ配置

図３ 荷重センサの電気抵抗値特性

図４ 歩行１周期の接地パターン



２－４ 臨床評価方法

部分荷重制約を受けている骨折患者３名 (病院内

倫理委員会承認, 患者の同意書取得済) の協力を得

て, 立位, 歩行訓練など通常実施されている運動療

法の範囲内で図５ (患者Ａ) のような実験を開始し

た. 患者の年齢, 性別, 体重, 制限荷重は表１のと

おりで図６, ７はそれぞれ患者Ｂ, Ｃである. 実験

に用いた短下肢装具は２種類で装具Ⅰは患者Ａ, 装

具Ⅱは患者Ｂ, Ｃが共通で使用した.

評価に際して, 歩行訓練ごとの歩数, 試験期間を

記録し, 校正用体重計との誤差が±２㎏以内に調整

できなくなった時点で本装置の実耐久性試験終了と

した.

３ 結果

３－１ 実耐久性試験

今回の実耐久性試験は, 足底に取り付けた荷重セ

ンサの荷重精度の限界値, 例えば歩数にして何歩程

度で不具合を生じるかを確かめる試験の一つとして

行った. 表２に臨床評価の管理データを示す.

装具Ⅰでは120日間で約39,000歩, 距離に換算して

約23.4㎞ (60㎝/歩とした場合) まで訓練が実施でき

た. 一方, 装具Ⅱについては, 60日間で約21,000歩,

距離に換算して約12.6㎞までとなった. 装具２種類

の実験であったが, 約20,000～30,000歩の歩数で試

作装置の使用限界の可能性が示唆された.

３－２ 使用感の聴き取り調査

臨床評価後に使用感の聴き取り調査を行ったとこ

ろ, 試作装置について以下のような回答を得た.

１) 見かけよりも履き心地は安定していた.

２) 歩幅や歩隔を気にしないで歩ける.

３) 音で確認できるので, 前屈みの姿勢を取らなく

てすみ, 正しい姿勢での立位歩行訓練ができる

ようになった.

４) スロープや階段昇降等の応用歩行にも荷重コン

トロール下で使用できる

４ まとめ

本報では, 骨折や脳卒中患者の歩行訓練を支援す

る短下肢装具型荷重コントロール装置を試作し, 患

者３名での臨床評価を実験した. その結果, 荷重セ

ンサの実耐久性試験から通常の部分荷重 (12～30㎏)

の場合, 約20,000～30,000歩で使用限界値に達する

ことが推測された. 現時点では, サンプル数が少な

いため臨床数をさらに増やすなど追加実験を今後予

定している.

試作装置については, 荷重センサの応答性や荷重

量の演算精度, また, 患者からの使用感の聴き取り

調査などから概ね良好な結果が得られたと考えてい
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表１ 実験条件

患 者 Ａ Ｂ Ｃ

年齢・性別 37･男性 79･女性 62･女性

体重 [㎏] 61 38 46

制限荷重 [㎏] 20～30 12～19 15～23

図５ 臨床評価の様子 (患者Ａ)

図６ 患者Ｂ 図７ 患者Ｃ

表２ 臨床評価管理データ

項 目
試験期間
[日]

限界歩数
[歩]

距離換算
[㎞]

装具Ⅰ 120 39,000 23.4

装具Ⅱ 60 21,000 12.6



る. 聴覚をとおして制限荷重値を捉えることができ

る本装置は, 特に高齢患者などの歩行訓練として利

用が期待できるのではないかと考えられる.

今後, 医療機関や企業等と連携し早期リハビリに

寄与できるよう研究の実用化を図る予定である.
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１ はじめに

半導体, 食品機器, 航空機関連の機械加工の現場

では, 仕上げ加工の段階で, エンドミル加工後のカッ

ターマーク除去に紙ヤスリを用いた手作業で磨き作

業が行われることが多い. カッターマークは硬く,

紙ヤスリで除去するには手間がかかる. 磨く作業を

軽減するための電動工具は多々市販されている. し

かし, 現場での作業には, 筋目等の外観や加工形状

の点から, 電動工具では対処できず, 紙ヤスリによ

る手作業が行われることが多い. 本研究では, この

紙ヤスリによる磨き作業にかかる時間を少なくする

ことを目的に, エンドミル加工後のカッターマーク

除去の方法について検討した. その方法として, 身

近な切削工具として市販され, 金属加工の基本的な

道具として利用されているヤスリの応用を試みた.

ヤスリの目の形状には様々なものがある. その中で,

目詰まりしにくく, 適正な切削面粗さが得られ, 切

り屑除去できるものを選定し, また, 手作業による

加工力のバラツキを除去して加工するため, 直動ア

クチュエータによる加工装置を試作し, 加工を試み

た. その結果を報告する.

２ 実験方法

２－１ 被加工物

磨きの対象として現場で多く使用されているステ

ンレス鋼SUS304を被削材とした. 加工形状として

は, 幅15mm, 厚さ30mm, 長さ60mmのブロック

を基本とし, 幅15mm, 長さ60mmの面を実験面と

した. 実験面は, エンドミルで加工し, 一般的に企

業の現場で加工されている1.6μmRa程度の面とし

た.

２－２ 切り屑除去を考慮したヤスリの選定

市販されている鉄工

ヤスリの目は図１に示

す複目が基本だが１), そ

の他には図２の単目,

図３の波目など様々な

種類がある２).
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半導体関連装置製造企業や航空機関連部品製造企業をはじめ機械加工分野では, 切削加工後に残るスジ状

のカッターマークが見えなくなるように, あるいは一定方向の筋跡が残るような磨き作業を必要とする場合

がある. 加工現場では, 紙ヤスリ等により手作業で磨き作業を行っている. この作業は, 目詰まりや削り取

る量の問題から, 時間がかかる作業となっている. そこで, 市販されている紙ヤスリ等による磨き作業を少

しでも能率良く行える技術を見いだすことを目標に本研究に取り組んだ. この報告では, 切り屑処理の容易

な波目ヤスリによる加工が効果のあることについて報告する.

キーワード：ヤスリ, 波目, カッターマーク除去

＊� 機械電子部
＊� 機械電子部 (現 宮崎県機械技術センター) 図２ 単目 図３ 波目

図１ 複目



その中でも, 加工後の面の粗さがエンドミル切削面

の粗さを向上させ, 目詰まりのしにくい目の形状が

求められる. そのため, 図４に示すような切削動力

計の上に被削材を固定し, ヤスリの側面から圧縮空

気を加えて目詰まりの状況も調べられるようにした.

比較した目の形状は, 目のピッチが１mmの複目と,

目のピッチが２mmの波目である. 目のピッチ

１mmの複目は, 一般にピッチの広い荒目に分類さ

れるものである. 加工後にヤスリ面の切り屑の有無

を確認し, 加工面の粗さの状態と総合して本研究に

適したヤスリの目を選定した.

２－３ 加工力測定

加工に必要な力として, 文献では, 被削材の材質,

形状にもよるが, およそ軟鋼で15㎏f前後とある３).

本研究で人の手作業によるバラツキを排除して, 機

械送りによる加工の可能性を調べるため, 加工時に

発生する力を計測した. 図４の装置に示すように,

被削材を切削動力計に設置し, 加工面に直角方向と

平行方向に発生する加工力を調べた. 切削動力計は,

佐藤マシナリー㈱製AST-ML型フライス工具動力

計を使用した.

２－４ ヤスリを使用した加工装置の試作

人の手作業による加工力のバラツキを除去し, 一定

荷重下でヤスリ加工を行える装置を試作した (図５).

この装置では, 直動アクチュエータを用いており, ヤ

スリと被削材との相対移動速度を変化でき, 人による

作業時の速度に近い10mm/secを基準とした.また同一

面の繰り返し加工が行える. ヤスリは, □20mm程度

に切断して取り付けられるようにしてある. 加工のため

の荷重は重錘で加えるため, 加工力は調整できる.

３ 結果および考察

３－１ ヤスリの目の影響

エンドミル切削面の断面形状を図６に示す. その

面を, ヤスリで加工した場合の面の断面形状を図７,

８に示す. エンドミル切削面に比較して, 複目より

波目で加工した方が切削面粗さを改善していること

がわかる. 数値では, 複目の場合2.4μmRa程度で

あるのに比べ, 波目の場合0.6μmRa程度で, エン

ドミル切削面を改善することがわかる.
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図４ 切削実験装置

図５ 直動アクチュエータを用いた加工装置

図６ エンドミル切削面の断面形状

図７ 複目ヤスリによる加工面の切断



３－２ 切り屑の除去

側面から圧縮空気を加えながら加工したヤスリ面

を工具顕微鏡で観察した. (図９, 10) 複目ヤスリ

の場合, 切り屑が残っている. 波目ヤスリでは切り

屑が排除される空間が複目ヤスリより単純で大きい

ため, ほとんどの切り屑が圧縮空気で飛ばされてい

る. 前項の結果も考慮すると, 波目ヤスリがエンド

ミル加工後のカッターマーク除去に向いていると考

えられる.

３－３ 加工力測定結果

複数名の作業者でヤスリ加工時に発生する力を切

削動力計で測定した. その結果の１例として, 波目

ヤスリで加工した場合の加工力の変化を図11に示す.

文献3)で使用されていた軟鋼よりステンレス鋼は硬

度が低いため, 数値的には, ヤスリを前に押し出す

力が約12kgf, 下に押し付ける力が約10kgf程度で

加工が行われていた.

３－４ 試作した加工装置での結果

乾式切削の場合, 工具が振動を起こすビビリ振動

が生じるため, 加工面に切削油を塗布する湿式加工

を行った. 乾式切削に比較するとビビリ振動の状態

は小さくなったが, 加工面に波状痕が残る. この波

状痕は紙ヤスリで除去しやすい.荷重として12.5kgf

の重錘を乗せ, 波目ヤスリの刃と被削材の加工面が

うまく平行に設置できた場合の良好な加工面を図12

に示す. 加工筋が均一にできていることがわかる.

平行に設置できなかった場合, 図13のように加工筋

にムラができる. 波目ヤスリの刃と被削材の加工面

の平行設定の問題は手作業にも起こる. この平行を

どのように設定するかは, 今後の課題と考える.
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図８ 波目ヤスリによる加工面の断面

図９ 加工後の複目ヤスリ面

図10 加工後の波目ヤスリ面

図11 波目ヤスリ加工時に発生する力

図12 加工良好面

図13 加工不良面



４ まとめ

本研究で, エンドミル加工のカッターマーク除去

にヤスリの応用を試みた. その結果, 次のことがわ

かった.� ヤスリの目の形状として, 加工面及び切り屑除

去の点から, 波目ヤスリが適していると考えられ

る.� 切削油を加工面に塗布しても発生するビビリ振

動により残る波状痕は, 紙ヤスリで除去しやすい

が, この振動をどのように抑制するかも今後の課

題と考えられる.� 加工の際に波目ヤスリの刃と被削材の加工面を

平行にできれば良好な加工面が得られることがわ

かった｡ この波目ヤスリの刃と被削材の加工面の

平行を確実に設定する手法を見いだすことが今後

の課題と考えられる.

５ 参考文献

１) JIS B 4703

２) 技能士の友編集部 編著：手仕上げのベテラン,

大河出版, (1981)

３) 關口八重吉, 海老原敬吉, 長谷川一郎：機械学

会誌, 34-176, 1664-1677 (1931)

４) 中村滝雄, 横田勝, 今淵純子：高岡短期大学紀

要, 16, 171-184 (2001)
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１ はじめに

ウォータージェット加工 (以下WJ加工) は, 高

圧水を加工対象材料に噴射し切断する加工法である.

比較的軟らかい素材 (ゴム, スポンジなど) に対し

ては高圧水のみでも十分切断可能であるが, 金属等

の硬質材料に対しては砥粒を加えた高圧水を噴射す

ることで切断する. そのため, WJ加工は硬質・軟

質あらゆる素材を加工可能であることと, 加工時の

熱歪みが極めて小さいことに特長を持つ.

そういった特長を活かした加工が行われる際に,

いくつかの課題が県内企業から寄せられた. その一

つに, 小さな形状の被加工物に対する切断後の保護

がある. 加工対象材料を所期の形状に切り取ると支

えがなくなるため, 切断後の被加工物は下方へ落下

する. 工作テーブルには桟を設置できるが, 桟の設

置間隔よりも小さな被加工物はすり抜けてしまう.

被加工物が落下したのを確認したとしても供給系統

に残留した砥粒を排出する必要性から即座に噴射を

停止できない. そのため, 切り落ちた被加工物を噴

流で損傷させてしまう. あるいは水槽に落下し, 回

収が困難になってしまうケースが発生する.

落下防止策として, 一般的には切り落ちないよう

にわずかな切り残しを付けて加工される. しかし,

加工後の取り外し作業に手間がかかることがある.

また, 支持材を製品形状に応じて用意するのも手間

とコストがかかり, 支持材の強度が不足すると加工

面性状や寸法精度が悪化する.

そこで, 切断後の製品を傷つけることなく, 多数

個加工でも作業を中断させずに, なおかつ加工形状

ごとの専用品とならないような製品保護方法につい

て検討したので報告する.

２ 実験方法

２－１ 実験装置

WJ加工機 (㈱フロージャパン, Mach4 1313b

Dynamic Waterjet) の外観および仕様を図１と

表１に示す. WJ加工機では, 増圧機で圧縮された

高圧水は噴射ノズルへと送られ, バルクトランスファ

に蓄積された砥粒が合流し, 加工対象へ噴射される.

噴射後, 高圧噴流は水槽に到達し, 水槽中に拡散し

た使用済み砥粒と切り屑は回収され, 排水する構造

になっている.
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２－２ 水槽内での噴流の影響観察

噴流が水槽内においてどの範囲まで影響を及ぼす

のかを調査した. 方法として, まずは目安を得るた

め, 表面を塗装した厚さ３mm, 50mm角のアルミ

板を任意の水深に水槽底部から支持する形で設置し,

その板に対して垂直にジェットを噴射した. アルミ

板表面の損傷具合から影響を及ぼす水深を調査した.

ノズルは水面から50mmと２mm程度上げた位置で

行った.

さらに, 厚さ10mmで大きさ120mm×120mmの

アクリル板を, 水面から任意の深さに調整できる治

具を作製して, 噴流の影響を確認した. 通常の加工

においてスタンドオフ距離 (加工面とノズルとの距

離) は３mm以下といわれていることから, ノズル

を水面から２mm程度上 (適正位置) と水面から２

mm程度下 (水中位置) での２通りの実験を行った.

噴流の圧力は300MPaで固定し, 水のみのジェット

噴流 (Pure Water Jet：PWJ) と砥粒を加えたア

ブレイシブジェット噴流 (Abrasive Water Jet：

AWJ) でどのような違いがあるのかを確認した.

AWJの場合, 砥粒は#80のガーネットを使用した.

加工条件を表２に示す.

２－３ 加工後の加工品の動きの観察

切断された物体がどのように落下するのかを, 高

速度カメラ (㈱ディテクト製) を使用し, 板厚

３mmと10mmのアルミ材を被削材として観察した.

２－４ 切断後の製品保護方法

切断後の製品をジェット噴流から保護する案とし

て, 次の２案について検討した.

① 切り落ちた後, 水槽に達する前に横から加工の

噴流とは別の水流を加えて, 加工噴流の影響のな

い位置で加工物を回収する方法.

② 発泡スチロールの粒を使い, 加工素材の下に充

填させた状態で加工し, 素材を落下させることな

く支持する方法.

３ 結果および考察

３－１ 水槽内での噴流の影響観察結果

アルミ板の壊食具合から見た噴流の影響調査結果

を図２に示す.

水面の上方, ノズルと水面との間隔を50mmとし

た状態では, 水面直下200mmまでは, 設置したア

ルミ板は貫通状態となった. 水面直下500mmでは

アルミ板表面に損傷が確認でき, その水深まで噴流

が到達していることが示された.

一方, ノズルの適正位置での噴射では, 水面下

300mmでも損傷は微小であった. 以上の現象の理

由として, 噴流の速度はノズルから離れた位置でピー

クを迎えることが知られており, ノズルを水面に近

づけることは加速距離が短くなることと考えられる

ため, 噴流速度が低く抑えられ, その結果, 水槽内

の影響範囲が浅くなるものと推測される.
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図１ 装置外観

表１ 装置仕様

最高圧力 414MPa

ＸＹストローク 1300×1300mm

Ｚストローク 150mm

軸旋回 Ｂ軸±60° Ｃ軸±540°

表２ 加工条件

圧力 300MPa

研磨材 ＃80 ガーネット

被削材 アクリル 10t

スタンドオフ距離 ２mm, －２mm

ジェット噴流時間 15s



アクリル板に及ぼす噴流の影響については, 結

果を表３に, 実験状況を図３に示す.

以上の結果から, 噴流の影響範囲は, 適正位置で

の加工においては, 水面から300mm, 水中加工に

おいては200mmの深さであることが分かった. ま

た, 確認作業は二人以上の外観検査で行い, PWJ

とAWJで加工影響深さに違いがないことも確認し

た. 観察した被削材の状況を図４に示す.

３－２ 加工後の加工品の動きの観察結果

高速度カメラを使用して, 切断された物体がどの

ように落下するのか観察した. その結果, 切断され

た物は板厚３mmまでのアルミ材であれば形状が多

少複雑でも真下に自由落下に近い速度で移動するこ

とがわかった. 10mm厚では落下途中で傾斜するこ

とにより噴流が当たることがわかった. また, 噴流

によって水槽の水が連続的に高く噴き上げられ, こ

のことも被削材に噴流が当たって, 損傷を発生させ

る原因になる可能性が高いことが確認できた.

３－３ 切断後の製品保護方法

３－３－１ 噴流と別の水流を利用する方法

今回の加工対象被削材として, 厚さ２mm以下の

薄物を念頭に置いていた. そのため, 水槽から噴き

上がる水をおさえ, 切り落ちた加工物を移動させる

スペースを確保すればよいという考えのもと, 次の

ような方法をとった.

① 加工テーブルの真下に金属板を敷き, スペース

を確保する. 金属板には水抜き用の穴 (φ２mm

程度) を設ける.

② 加工テーブル周囲にも金属板を敷き, 噴きあが

りを抑える.

③ ポンプにより, 加工テーブルとその下の金属板

との間に送水を行い, 水槽の端に設置した網に切

断した製品を流し込むようにした.

①と②の体制で, アルミ板を□10mmおよび□20

mmに切断したところ, 被加工物は水槽へ落下する

ことなく, 金属板上で回収できた. ③の方法を加え,

多数個連続加工にも対応できることを確認した. 実

験状況を図５に示す. この方法の欠点として, 加工

テーブルの真下に敷いた金属板も同時に加工される

ことである.
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図２ 噴流影響範囲

表３ 実験結果

水面からの距離[㎜] 損傷確認深さ

① PWJ ２mm (適正位置) 300

② AWJ ２mm (適正位置) 300

③ PWJ －２mm (水中加工) 200

④ AWJ －２mm (水中加工) 200

(全体図) (拡大図)

図３ 実験状況

深さ200mm位置での
PWJ水中加工

深さ200mm位置での
AWJ水中加工

図４ 被削材の状況

深さ300mm位置での
PWJ適正位置加工

深さ300mm位置での
AWJ適正位置加工



３－３－２ 発泡スチロール粒を利用する方法

水槽内に直径３mm程度の発泡スチロール粒を充

填できるような槽状の被削材固定治具を取り付けて

固定した. 治具のサイズは360mm×147mmで, 噴

流の影響を考慮し, 深さは400mmとした. 加工手

順は次のとおり.

① 冶具内に, 水面より50mmの位置まで発泡スチ

ロール粒を充填する.

② 冶具に厚み３mmのアクリル板を被削材として

固定する.

③ 加工条件は圧力設定値300MPa, 研磨材は＃80

ガーネットとし, スタンドオフ距離２mmで□10

mmに被削材を加工する. 実験状況を図６に示す.

この発泡スチロール粒の浮力を使った被削材固定

治具では, 加工完了と同時に発泡スチロール粒の浮

力とジェットの反力により加工物が加工面に押し出

され, 水中に沈むことなく支持されることが確認で

きた.

４ まとめ

WJ加工について切断後の製品保護方法の検討を

行い, 次の結果を得た.� 噴流圧力が300Mpaにおける加工影響範囲深さは,

ノズルの位置が水面上２mmの場合, 水深300mm,

ノズルの位置が水面下２mmの場合, 水深200mm

であることが分かった.� PWJとAWJにおける加工影響範囲深さに違い

が無いことが確認できた.� 被加工物の保護方法として, 加工テーブル直下

にスペースを確保し, 周辺の吹き上がりを押さえ,

ポンプによる別水流を用いることで, 被加工物の

多数個連続回収が可能となった.� 発泡スチロール粒を満たした治具で被削材を支

持する方法では, 被加工物が水中に落下すること

なく, 発泡スチロール粒に支持されることが確認

できた.

５ 参考文献

１) 日本ウォータージェット学会：ウォータージェッ

ト技術辞典, 丸善㈱, 1993
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(スペース図) (加工実験中)

図５ 実験状況

(加工実験中) (加工終了時)

図６ 実験状況



１ はじめに

冬季夜間の農業用ビニールハウス内は多湿になり

やすく, ①植物病害が多発すること, ②ビニールフィ

ルム内面への過度の結露等により放熱量が増大する

ことなどが指摘されている.

そこでこれらの弊害を改善するため, 湿度調節作

用を有する吸湿液を利用した除湿機を開発し, ビニー

ルハウス内へ設置して, キュウリの除湿栽培実験を

行った. その際, 除湿した空気をビニールハウス内

のカーテンフィルム下面へ供給・循環して, カーテ

ンフィルム下面を低湿度の空気で覆い, 植物群から

浮上してくる高湿度空気との接触を抑制する実験を

行った. その結果, 外気への熱放散量および植物病

害発生が激減し, 加温のための燃油は約10％減少し,

キュウリの収穫量は約20％の増収となった.

本報告では, キュウリ除湿栽培実験の概要を説明

するとともに, 特に夜間のビニールハウス内植物群

からの水蒸気蒸散とカーテンフィルム下面への結露

等をモデル化した水蒸気循環と熱収支に関する簡易

易計算を行い, カーテンフィルム下面へ除湿した空

気を供給・循環した場合の①熱放散および②病害発

生の抑制効果等について考察する.

２ 実験装置および方法

１重１層の塩化ビニールフィルム被覆温室２棟を

用いて栽培実験を実施した.

図１に流下液膜方式の除湿ユニットを示す. ハウ

ス内の高湿度空気を吸い込み, 吸湿液と接触させて

水分を除去する. 濃度が低下した吸湿液はハウス外

に設置した吸湿液加熱再生ユニット (図２) へポン

プ輸送する.

図２の吸湿液加熱再生ユニットでは使用済みの低

濃度吸湿液を加熱再生して, 再びハウス内の除湿ユ

ニット (図１) へ返送する.

図３に実験ハウスの配置図を示す. ハウスの寸法は

27.6m×47.0mで, 図３の左側を除湿区 (床面積1200

㎡) とし, 右側を対照区 (床面積1300㎡) とした.

図４および図５は１重１層ビニールハウスの断面図

で, 図４は除湿なしの場合を示す. 冬季夜間の温室

では, 植物群から発生した水蒸気はハウス内で最も
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本県では冬季の温暖な気候を利用した野菜等の温室栽培が盛んであり, 全国有数の産地となっている. 一

方, 冬季の夜間の農業用ビニールハウス内は多湿環境となり, ①植物病害の多発, ②ハウス内面への結露に

よる放熱量の増加などが解決すべき課題として指摘されている. そこで本研究では, ビニールハウス用の除

湿機を製作して, 除湿した空気をビニールハウス内のカーテンフィルム下面へ供給・循環する実験を行った.

その結果, ①加温用重油消費量は約10％削減され, ②キュウリの収穫量は約20％増加した. このことを考察

する目的で, ハウス内の水蒸気蒸散と熱収支に関する簡易な計算モデルを導入して, カーテンフィルム下面

への結露水量, 外気への放熱量等の計算を行った. そして, 除湿空気をカーテンフィルム下面へ供給・循環

することによる放熱量削減および病害発生抑制効果の可能性を示唆した.

キーワード：農業用ビニールハウス, 除湿空気の送風・循環法, ハウス内水蒸気循環・熱収支

＊ 経済産業省 ｢地域イノベーション創出研究開発事業｣
および宮崎県企業局 ｢試験研究機関連携推進事業｣

＊� 機械電子部
＊� 宮崎大学農学部



低温となっているカーテンフィルム下面へ結露する.

カーテンフィルム下面へ結露した水滴は, 一部が下

方の植物群へ落下して植物の葉に付着する. 付着し

た結露水が蒸発せず３～５時間経過すると, 葉に病

害が発生するとの報告がある.

図５は, 除湿機により, ハウス内の湿り空気を減

湿操作した後, カーテンフィルム下面へ送風した場

合の説明図である. 吸湿液を用いた除湿では, 処理

する湿り空気中の水蒸気が除去される際, 吸収熱が

発生し減湿後の空気は, 気温が１～２℃程度上昇す

る. この温度上昇により減湿操作後の空気は浮上し

カーテンフィルム下面で保持される. 植物群周囲の

高湿度空気とカーテンフィルムの間に除湿空気を保

持することにより, 高湿度空気とカーテンフィルム

下面とが直接的に接触し, 冷却・結露されることを

阻止するものと考えられる.

３ 実験結果と検討

平成21年度と22年度の, ２シーズンの12月１日～

２月22日の84日間の同時刻の平均データについて検

討した. なお, データは除湿区の放熱面積に換算し

ている.

図６は, ０時～24時の温風暖房機と除湿ユニット

の稼働状況を示す. 除湿ユニットの稼働率 (□印)
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図１ 開発した農業ビニールハウス用除湿機
(除湿空気はビニールダクト上方へ送風)

図２ 開発した農業ビニールハウス用除湿機
(ハウス外に設置した吸湿液再生ユニット)

a：循環扇, b：温風暖房機, c：吸湿液再生ユニット,
d：除湿ユニット, e：水蒸気放熱器

図３ 実験ハウスの概要

①：外側フィルム, ②：内カーテン, ③：水滴
④：循環扇, ⑤温風ダクト, ⑥：植物に付着した水滴,
⑦：植物

図４ １重１層ビニールハウスの断面構造 (除湿なし)

⑧：除湿空気シールド層, ⑨：除湿空気, ⑩：除湿機

図５ １重１層ビニールハウスの断面構造 (除湿あり)

農業用ビニールハウス内の水蒸気循環と熱収支に関する研究



は16時～18時にピークがあること, 昼間でも稼働し

ていること, 暖房用燃料消費量はほとんどの時間帯

で対照区 (●印) が除湿区 (▲印) より高値で, 対

照区の燃料消費量が多いことがわかる.

図７は, 12月１日～２月22日の除湿ユニットの稼

働時間および暖房用燃料消費量の差の平均累積値を

示す. 計測開始から84日後の暖房用燃料消費量の差

は426L, 灯油消費量は149L, 除湿量は1160L, 除湿

ユニットの稼働時間は345時間で電力消費量は約450

kWhであった.

一方, データは示していないが, キュウリの床面

積当たりの収穫量は, ２シーズンとも除湿区の方が

約20％増加した. これは植物病害が激減したことに

よるものと考えられる.

４ ハウス内の水蒸気循環と熱収支の簡易モデル

４－１ 計算の仮定および方法

農業用ビニールハウス内カーテンフィルム下面へ

除湿した空気を送風することにより, 暖房用燃料が

削減され, 病害発生が防止され, キュウリの収穫量

が増加した. このことを考察するために, ビニール

ハウス内の水蒸気循環および熱収支に関する簡易モ

デルの提示と計算を行う.

図８は, 図４および図５を簡易モデル化したもの

である. 植物群からの水蒸気蒸散を模擬して, ここ

では床面は薄い水面とし, また水面下の地中への熱

移動はないと仮定した. 図８左は, 外側ビニールフィ

ルム, 内カーテンフィルム, 水面という部材間の対

流伝熱と, 水面 (植物群) からの水蒸気蒸散および

カーテンフィルム下面での結露の状況を示す. ハウ

ス内水蒸気循環量の計算はカーテンフィルム下面へ

の結露水量を求め, この結露水量と水面 (植物群)

からの水蒸気蒸散量が等しいとした.

図８右は放射伝熱の状況で, 各部材および天空と

の間の放射伝熱を示す. カーテンフィルム下面へ水

蒸気が結露するとカーテンフィルムの温度が上昇す

るとともにカーテンフィルム下面の光特性, 特に赤

外線透過率等が変化する. 本計算では, 結露水は薄

い水膜となってカーテンフィルム下面へ均一に付着

するとし, この時, カーテンフィルム下面の光特性

値は水の光特性値となるとした. カーテンフィルム

上面では光透過が阻止されるので, その透過光の光

量はカーテンフィルムへ吸収されるとした.

赤外線透過性の外側ビニールフィルムとカーテン

フィルムに関する多重反射に関する計算式, 対流熱

伝達率および光特性値は岡田の論文�および�を,
カーテンフィルム下面への結露熱伝達量は青木の論

文�の計算式を導入した.
計算は部材間の対流熱伝達式と赤外線透過を考慮

した相互熱放射式等をWindows-N88Basicで記述し

実行した. 計算にはニュートン・ラプソン法を用い,

収束条件は, 計算数値の前後の差が0.0001℃以下の

時とした. 計算の有効桁は16桁である.

４－２ 計算例と検討

図９は床面 (水面) 温度Tw＝18℃, 外気温Tao＝

５℃, 天空温度Ts＝０℃とし, ハウス内相対湿度

を変化させた場合の床面積1000㎡ハウスからの放熱
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図６ 時刻別稼働時間,燃料消費量

図７ 燃料・除湿量,除湿ユニットの稼働時間



量と結露量の計算例を示す. この計算条件では, ハ

ウス内相対湿度が82％までの低い湿度領域では, カー

テンフィルム下面は乾燥し, 外気への放熱量は42.9

kWhとなっている. ハウス内相対湿度が83％の時,

結露が発生して, 放熱量は38.2kWhと激減する. こ

れは, カーテンフィルム下面に薄い水膜が付着し,

床面から天空への放射熱量が激減することによる.

ハウス内相対湿度が83～100％の高い湿度領域では,

結露量に対応して放熱量が増加する. この計算条件

では, 相対湿度100％の時の放熱量はカーテン下面

が乾燥している時よりやや小さく, 42.2kWhとなる.

除湿機を用いてカーテンフィルム下面の相対湿度

を90％とした場合の放熱量は, 39.7kWhと計算され

る. この際の放熱率は100×39.7/42.2=94％で, ６％

の省エネルギーとなる.

図10は結露量の計算例である. 農業用ビニールハ

ウス内の相対湿度が高くなるとともに, ほぼ比例し

て, カーテンフィルム下面へ結露の発生量が増加す

る. ハウス内の相対湿度が100％の時, カーテンフィ

ルム面積1000㎡, １時間当たり15Ｌが結露すると計

算される. カーテンフィルム下面の相対湿度を90％

とした場合の結露水量は, ６Ｌ程度と計算される.

除湿しない場合の, 相対湿度100％の時の結露量15

Ｌと比較して, ９Ｌを削減したことになる. カーテ

ンフィルム下面へ結露した水滴は, カーテンフィル

ムの材質や傾きにより変動するものの, その一部が

下方へ落下し, 植物群の葉に付着して病害の発生を

助長するとの報告があることから, 除湿による結露

水の削減は病害発生を削減し, そして, その結果と

して収穫量の増加に寄与するものと考えられる.

５ 商品化モデルの製作と実証実験

これらの成果を基にして, 平成23年度～25年度宮

崎県企業局の ｢試験研究機関連携推進事業｣ の研究

資金を受けて ｢農業温室用吸収式除湿機の商品化研

究｣ に着手した.

商品化モデル装置は, 除湿等の基本性能は維持し

て, 機器の小型化, 低価格化を達成することとした.

図11～12に製作した商品化モデル装置を示す.
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対流伝熱, 蒸散・結露 相互放射, 天空放射

図８ ビニールハウスに関する簡易計算モデル

図９ 簡易計算モデルの計算結果
(ハウス内相対湿度と放熱量)

図10 簡易計算モデルの計算結果
(ハウス内相対湿度と結露量)



図11はスリム型除湿ユニットで, 寸法は横幅1600

mm, 奥行き550mm, 高さ1650mmであり, 従前の

経産省事業で試作した２台の除湿ユニット１台に削

減した.

図12は温室外設置型の吸湿液加熱再生ユニットで

横幅1520mm, 奥行き520mm, 高さ1650mmである.

この機器も奥行きを薄くすることにより作業通路

を確保した.

図13は壁掛け方式とした制御ユニットで, 作業通

路を確保した. これらのいずれも, 従前のものと比

較恣して約半分の体積とすることができた.

販売価格については, 小型コンパクト化などによ

り, 本除湿機を導入して, ２年間使用する場合の収

入増, すなわち２シーズンの使用で原価償却できる

価格帯とすることが可能となった.

本除湿機を用いて, 暖房用重油削減効果に関する

実証実験が実施された. 平成24年12月１日～平成25

年２月28日 (90日間) の概要は,

① 温室暖房用A重油の消費量は, 対照区が7,007

Ｌ, 除湿区は6,081Ｌで, その差は926Ｌ. 暖房

用A重油消費量の削減率は, 926/7007=13.2％.

ただし, A重油消費量の数値は除湿区の床面積

1,200㎡に換算した値.

② 温室から除去した水分量は763Ｌ, 吸湿液の

再生に用いた灯油は117Ｌ, であった.

平成24年度は, 温室内設置の除湿ユニットを従前

の２台から１台へ削減したにもかかわらず, 暖房用

A重油消費量の削減率は13.2％と向上した. これは,

除湿空気をカーテンフィルム下面へ供給する際の方

法等を改善したことによるものと考えられる.

６ まとめ

除湿した空気をカーテン下面へ送風・循環して,

カーテン下面と植物群周囲の高湿度空気との接触を

阻止する実験を行い, ①暖房用燃料消費量の削減,

②植物病害の予防およびキュウリ収穫量の増量効果

を確認した. このことを考察する目的で, ビニール

ハウス内の水蒸気循環と熱収支に関する簡易モデル

を提示するとともに試算した. 計算値の傾向とハウ

ス実験との傾向はほぼ一致することがわかった.

これらの成果を基に, 宮崎県企業局の ｢試験研究

機関連携推進事業｣ の研究資金援助を受けて, 商品

化モデル機器を製作し, 除湿栽培実験を行った. そ

して重油削減効果等を確認した.

参考文献

１) 岡田, 農業気象, 37, 221-230 (1981)

２) 岡田, 農業気象, 40, 159-162 (1984)

３) 青木, 機論, 20-96 (2), 558-563 (1954)
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図12 吸湿液加熱再生ユニット

図13 壁掛け式制御ユニット

図11 スリム型除湿ユニット



１ はじめに

電子機器の高速デジタル化に伴い,動作周波数が

MHz帯域から数GHzに至る製品が市場に出始めた.

このような電子機器の電磁ノイズが, 携帯電話や無

線LAN, GPSなど, GHz帯を利用する通信などへ

妨害を与えることが懸念されるようになったため,

電子機器に対するEMI規格が改定され, 2010年10月

に, 最大６GHzまでの放射電磁雑音の規制の運用

が欧州と日本で開始された. 1GHz超放射妨害波の

国際規格はCISPR (International Special Commit-

tee on Radio Interference：国際無線障害特別委員

会) が発行した文書により規定されている１). この

文書は日本国内においては, 情報通信審議会から総

務省に答申され, この内容を基にVCCIが規定を制

定している２). 当センターの３m法電波暗室は, V

CCIの登録サイト(1GHz以下)になっており, 県内

外の企業から利用されている. 今後は, 1GHz以上

の放射電磁雑音測定の要望が増えると考えられるの

で, ６GHzの周波数にまで対応する必要がある.

このためには, 電波暗室の特性を改善する必要があ

る. そこで本研究では, 当センターの３m法電波暗

室の特性改善を行い, 特性を規定に適合させるため

の検討を行った. また, アンテナ等を開発するため

に整備したマイクロ波電波暗室をEMI測定にも利用

できるようにするための検討を行った.

２ 実験方法

２－１ 電波吸収体配置

1GHz以下の放射電磁雑音測定は, 床面が金属反

射板で, 他の５面には電波吸収体のある電波半無響

室で行う. この電波半無響室の特性評価はNSA

(Normalized Site Attenuation：正規化サイトアッ

テネーション) 法で行うことになっている３). 一方,

1GHz以上の測定では, 1GHz以上での吸収特性に

優れた電波吸収体を６面全てに配置し, 自由空間に

近い環境で測定を行う必要がある. 特性評価は,

SVSWR (Site Voltage Standing Wave Ratio：サ

イト電圧定在波) 法で行うことになっている. しか

し, 電波吸収体を貼り付けるには, 高額な改造費用

が必要となる. また, 小型暗室の場合, 室内の有効

寸法が短くなり, NSA特性が規定を満たさなくな

ることがある. そこで移動可能な衝立式電波吸収体
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情報技術装置を対象にした1GHz以上の放射妨害波の許容値と, 測定のための測定サイト評価方法である

SVSWR法が国際規格に規定され, 適用が開始された. 当県工業技術センターでも規格に対応した測定を行
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その結果, 両サイトとも規格に適合させることができた. さらに, 両サイトにレシーバ, アンプ, アンテナ,

測定ソフトを設置し, EMI測定を行える環境を整備した.

キーワード：EMC, SVSWR法, 電波暗室, CISPR, 1GHz超

＊ マイクロ波EMCノイズ測定・EMC対策技術に関する研究
(第�報)

＊� 機械電子部
＊� 機械電子部 (現 宮崎県県土整備部営繕課)



と床置き式電波吸収体を配置し, 1GHz超への対応

が可能か検討した. また. マイクロ波電波暗室は,

1GHz以上での電波吸収特性に優れた電波吸収体を

使用しているため, Quiet Zoneの直径寸法0.3m,

パスレングス送受信間の距離3.0mの条件で,

1.0GHz -20dB以下, 10GHz -40dB以下, 20GHz

-40dB以下, 30GHz -40dB以下, 40GHz -40dB以下

と, 自由空間 (無限空間) に近い特性を持っている

が, 1GHz超放射電磁雑音測定用電波暗室の規定に

は適合していないため, EMI測定には使用できない.

そこで, 測定距離３mと十分な大きさのテストボリュー

ムを確保できるように吸収体とターンテーブルの配

置を検討した. 図１に３m法電波暗室内, 図２にマ

イクロ波電波暗室内の電波吸収体配置位置を示す.

２－２ �����測定法
SVSWR法による電波暗室の評価のためには, ま

ず図３に示すようにテストボリュームを定め, テス

トボリュームの外周から３m離れた位置に受信アン

テナを置く. 次に図４に示す５箇所に送信アンテナ

をおき, 直線上の６箇所を移動させる. 各位置にお

ける受信レベルを測定し, 測定値に距離補正を行っ

た後に, 偏差を求める. 各位置において偏差が

６dB以下であれば, 測定サイトは規格に適合して

いることになる４).

２－３ 測定システム

測定に使用した機器を表１に示す. 送信アンテナ

と実際の測定で使用するアンテナをネットワークア

ナライザに接続して, 自由空間伝搬減衰量を測定す

る. また, 送信アンテナを駆動させるポジショナを

パソコンで制御する. 周波数ステップは50MHz,

測定周波数は１～６GHzとした. テストボリュー

ムの高さは２mとした.

20

1GHz超EMI測定のための電波暗室特性評価

図１ ３ｍ法電波暗室

図２ マイクロ波電波暗室

図３ テストボリューム

図４ 適合性を確認する位置



３ 結果および考察

３－１ ３�法電波暗室の�����
３m法電波暗室のターンテーブルの直径は2.0mで

あるので, テストボリュームも2.0mとして, 始め

にテストボリューム中央でのSVSWR測定を行った

が, 規格に適合していなかった. そこで, 次にテス

トボリュームを1.5mとして, 中央での測定を行っ

た. 結果を図５に示す.

測定の結果, テストボリュームが1.5mでも1.8GHz

付近で限度値の６dBを超えているため規格に不適

合となった. 原因は, 電波吸収体が設置されていな

い, ターンテーブルの金属反射による影響が主体で

あると考えられる. しかし, テストボリュームが

1.5m以下の場合には, テストボリュームの中央で

のSVSWR測定が不要であるので４), テストボリュー

ム1.5mでの測定を継続し, テストボリュームの前

(F), 右(R), 左(L)およびフロント高さ２mでSVS

WRを測定した. 結果を図６に示す.

評価の結果, ３m法電波暗室はテストボリューム

が1.5mであれば, 規格に適合していることがわかっ

た. アンテナの偏波面が垂直の場合は, SVSWRの

ワースト値が4.74であるが, 水平の場合は5.91であ

り, 実際の測定結果への影響が懸念される. さらに

特性を改善するには, 受信アンテナ背面, 天井面へ

の電波吸収体設置が必要であるが, 実使用上困難で

ある. 送受信アンテナを電波暗室の対角線上に配置

する, 衝立型電波吸収体の位置を見直す, などの検

討を今後行っていく必要がある.

３－２ マイクロ波電波暗室の�����
マイクロ波電波暗室は, 内部有効寸法が4.5mで

あるため受信アンテナの大きさを考慮すると, 1.5

mのテストボリュームを確保することはできない.

しかし, 大きなテストボリュームを必要とする場合

もあるので, 1.2mのテストボリュームを確保でき
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表１ 測定機器

機器名 メーカ 型式

VNA
Agilent
Technology

E8361A

送信アンテナ Schwarzbeck SBA9119

受信アンテナ Schwarzbeck 9120B

電波吸収体
(マイクロ波)

NEC-TOKIN TUP

電波吸収体
(３m法)

日清紡ケミカル DFA-12H

ケーブル SUNNER
SUCOFLEX
104+106

図５ 中央での測定結果

図６ ３ｍ法電波暗室評価結果
水平 (上) 垂直 (下)



るように, 受信アンテナとターンテーブルの配置を

検討した. また, ターンテーブルは㈱デバイス製の

DM3323AV1/O-ACであり, 天板の径が0.4mである.

そこで, 直径が1.2mのアクリル製天板を作製し,

アジマステーブルに取り付けた. SVSWRを測定し

た結果を図７に示す. 検討の結果, マイクロ波電波

暗室も規格に適合させることができた. SVSWRの

ワースト値がアンテナの偏波面が水平の場合は2.69,

垂直の場合は4.13であり, ３m法電波暗室に比べ優

れていた. そこで, 電波吸収体の移動が容易なマイ

クロ波電波暗室にも測定環境を整備した.

４ まとめ

既存の電波暗室をGHz帯域に対応させることが

できた. これにより, 当県工業技術センターで, 新

しいEMI規格に対応した測定を行うことが可能になっ

た. しかし, 電波暗室は, その大きさや形状の違い

により, 性能が大きく異なることがわかった. 今後

は, この特性の違いが, 実際の測定においてどのよ

うな影響を与えるのか, ２つのサイトの相関性を確

認していく.

５ 参考文献

１) CISPR16-1-4Ed.2, Specification for radio dis-

turbance and immunity measuring apparatus

and method (2007)

２) VCCI協会：VCCI規定集 (2012年４月改訂版),

VCCI協会

３) 関西電子工業振興センター電磁波障害分科会編：

C.I.S.P.R.公報集, 関西電子工業振興センター,

(1988)

４) VCCI協会：1GHz超放射妨害波測定コース,

VCCI協会

22

1GHz超EMI測定のための電波暗室特性評価

図７ マイクロ波電波暗室評価結果
水平 (上) 垂直 (下)



１ はじめに

昨今の省エネ意識の向上により, LED照明など

の省エネ照明機器の開発に係る要望が高まってきて

いる. 特に原子力発電所の運転停止などの電力事情

の影響により, 家庭や企業の活動においても大幅な

節電が求められていることもあり, 節電機器の代表

格でもあるLED照明機器については今後益々需要

が伸びるものと考えられる. また, LEDの持つ様々

な特徴から照明のほか幅広い用途にLEDを利用す

る事例が多数報告されてきている. このような状況

から, 本研究では, 農林水産業等で利用できるLED

応用技術の開発に取り組んでいる.

当県は, 温暖多照という恵まれた自然条件を生か

した花きの生産が非常に盛んであり, 中でもスイー

トピーは全国一位の出荷量 (平成23年実績, 宮崎県

農産園芸課調べ) を誇る県を代表する花である. ス

イートピーはマメ科の一年草で, ハウスでの切り花

の促成栽培においては, 秋に播種を行い, 11月から

翌年３月の期間, 収穫ができる. また, 非常に日照

を好む性質を持つ種で, 栽培期間中に曇雨天が数日

間続き日照量が不足すると自ら花の蕾を落とす落蕾

という現象を起こす. この落蕾を生じたものは切り

花としての品質が著しく低下するため, 落蕾の有無

が生産量に大きく影響を及ぼす. このため, 安定し

ない気象条件下で, 品質を低下させず安定的に生産

することがスイートピー生産における長年の課題と

なっている.

この課題を解決するため, LED照明を利用し曇

雨天時の太陽光の光量不足を補う, いわゆる補光と

いう処理を行うことにより落蕾を防止することので

きる補光装置の開発を目指し, ハウス栽培での補光

の効果を検証する実験および専用の照射器具につい

ての検討を行った. なお, この補光効果の検証実験

は, 以前からスイートピー等の花きの栽培用照明に

ついて研究開発を行っている宮崎県総合農業試験場

と共同で実施することとする.
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２ 実験方法

２－１ 照射器具の検討

スイートピーの落蕾防止対策については, 日照量

の不足を補う効果を期待した屋外照明等で用いられ

るような高出力の照明器具を用いた試験が報告１)さ

れている. しかしながら, 当県のスイートピー生産

農家の多くは小規模なハウス栽培の形態をとってお

り, 大がかりな設備の導入は, イニシャルコストや

電気代などのランニングコストを考慮した費用対効

果の点から, このような生産農家への普及を狙う手

法としては現実的ではないと思われる. このため,

既存の栽培環境にあまり改造を加えることなく, か

つ低コストで費用対効果の高い照射器具の開発を目

指す必要がある. そこで, 今回取り組むハウスでの

補光実験では, 小型で設置が容易な器具であること

を要件として選定することとした.

また, 照射器具の設置については, 栽培するハウ

ス内で地面から上方に草丈の長くなる株の茎葉に対

して, どのような照射方法および取付方法が効果的

であるのかを検証する必要がある. これらの要件を

踏まえ, 電球型器具 (図１) と直管型器具およびフ

レキチューブ型の器具の３種の器具を実験で用いる

こととした. 照射する光の成分については, ３種と

も, LEDを用いた植物育成実験の分野で一般的に

利用されている赤色LEDをベースとして, 主波長

660 nm付近の光を中心に他の色と合成したものを

選定した. 各器具の仕様を表１に示す.

電球型器具は, 主に赤色系のLED素子を組み込

んだ９Wのものをカスタマイズ製作し, 準備した.

同様に, 直管型およびフレキチューブ型の器具につ

いても, 必要とする発光色のLED素子を組み込ん

だものを準備した.

２－２ 照射器具の����測定
植物が光合成に利用できる光の領域は, ほぼ可視

光域に一致した400～700 nmの波長域であるとされ

る. 植物の分野では, これを光合成有効放射と呼び,

光合成に有効な光量の指標としては, 400～700 nm

の光合成有効光量子束 (PPF：Photosynthetic

photon flux), また, その単位面積あたりの密度

(PPFD：Photosynthetic photon flux density) が

用いられる２),３). そこで, 各照射器具の特性を把握

し, 装置開発の検討を進める上での基礎とするため,

PPFDの測定を行った.

測定には, 高感度分光放射輝度計 (大塚電子㈱,

HS-1000AK) を用い, 照射器具を測定器に正対さ

せ, 照射器具と測定器との距離を鉛直方向に変えな

がらPPFDの変化を測定した (図２).
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図１ 電球型器具 (カスタマイズ品) 図２ PPFD測定状況 (電球型器具)

表１ 照射器具の仕様

電球型 直管型 フレキチューブ型

消費電力 ９W 20 Ｗ 9.6 Ｗ

全光東 － 170 lm 240 - 360 lm

規格・大きさ E26 120 ㎝ 100 ㎝



３ 結果および考察

３－１ 照射器具の����測定結果
各照射器具が放出するPPFDの測定結果について,

図３～図５のグラフに示す. グラフ中の横軸は光源

からの距離, 縦軸はPPFD値を示したものである.

図３～５のグラフから分かるとおり, 各器具とも

光源から離れるに従いPPFDが急激に減少する.

人工光型植物工場などでは, 一般的に植物育成に

数百μmol･m-２･s-１程度のPPFDが必要とされるこ

とから, 補光実験において必要なPPFDの目標値と

して, 茎葉面で受ける量を200μmol･m-２･s-１以上と

設定することとする. しかし, 今回の測定結果から

見ると, 器具から５cm離隔した時点で, 電球型器

具の場合が 141.9μmol･m-２･s-１, 直管型器具の場合

が128.7μmol･m-２･s-１, フレキチューブ型器具の場

合が44.9μmol･m-２･s-１といずれの器具も期待値を下

回ってしまうことが分かった. さらに離隔を大きく

した場合, 100μmol･m-２･s-１のPPFDを確保するた

めには, 電球型器具, 直管型器具とも約７cmまで

の距離が限界であり, 50μmol･m-２･s-１の量を確保

するためには, 電球型器具で約10 cm, 直管型器具

で約15 cmまでの距離が限界であることが読みとれ

る. このことから, いずれの器具も小型で出力が低

いため, 器具１個あたりでは十分な量のPPFDを確

保することは困難であることが分かる結果となった.

また, 一定離隔における各器具のPPFDの量は,

概ね, 直管型, 電球型, フレキチューブ型の順で大

きかった. 器具の消費電力等の公称出力の大きさと

同じ順序とはなっていないが, これは, 器具内部の

LED素子の仕様の違いによるほか, 器具の形状や

器具内部のLED素子の配置および密度等の違いに

よる放射光の分布に差異があるためと推察される.

３－２ 補光実験における照射方法の検討

今回選定した照射器具のPPFDを測定した結果に

より, 各器具とも１個あたりでは十分な量のPPFD

を確保することは困難であることから, 落蕾防止に

有効な量のPPFDを茎葉にあてるためには, 器具に

合った照射方法について検討する必要がある.

電球型器具の場合は, 電球ソケットを用いて対象

の上方から照射するので, 株の並びにあわせ複数個

の器具を一列に並べて配置し, かつ近接距離にて照

射する方法が現実的な方法であると考えられる. な

お, この場合, 上方から近接して照射することから,

生長による茎の伸長にあわせ設置位置を上昇させる

ことも考慮する必要がある. 例えば, 電球ソケット

の位置を地面からの高さ20 cmから200 cm程度の範

囲で可動調節できるような点灯器具との組み合わせ

が有効であろう.

直管型器具の場合は, その細長い形状を生かして,

株の並びにあわせて平行に照射ができる. このため,

上方からでも側面方向からでも照射でき, いろいろ
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図３ PPFD測定結果 (電球型器具)

図４ PPFD測定結果 (直管型器具)

図５ PPFD測定結果 (フレキチューブ型器具)



な取付方法が考えられる. 例えば, 側面照射の場合,

草丈の長い株に対して, 両側から挟み, さらに, 上

下に高さを変えて何段かで照射するなど効果的な方

法が考えられる. そのための取付器具についても検

討が必要である.

フレキチューブ型器具については, 自由に屈曲さ

せることができ, 照射方法の選択肢が広がるという

大きな利点はあるものの, PPFDの測定結果から見

ると, 電球型器具や直管型器具に比べてもPPFDの

量が少ないため補光用器具としてはあまり有効とは

いえないであろう.

以上の考察を踏まえて, 各照射器具の照射方法お

よび取付方法を決定し, 今後, ハウスでの補光実験

において, これらの３種の器具の落蕾防止効果の有

効性について検証することとする. また同時に, 今

回主波長として用いた赤色系の光のほか, 他の光色

との合成等, さらに落蕾防止効果の高い発光スペク

トルの探求についても明らかにしていく.

４ まとめ

今回, スイートピーの落蕾防止を目的とした補光

装置の開発に向け, ハウスでの補光実験に用いる照

射器具の検討およびPPFDの測定ならびに照射方法

についての考察を行った. この結果, 開発の目標と

する小型の器具では, 出力が低く放射するPPFD量

が少ないため, 単体では十分な量が確保できないこ

とがわかった.

しかしながら, スイートピーのような園芸作物の

生産現場への普及を目指す場合, 導入コストや運用

コストの低減化, また, 設置のための改造手間の簡

略化は必須の条件であり, このためにも, 照射方法

もあわせて検討し, 適応する取付器具を含めた落蕾

防止効果の高い小型の照射器具の開発に取り組むこ

ととする.

５ 参考文献
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１ はじめに

世界的にエネルギーと環境への関心が高まるなか,

当県においては, その恵まれた日照条件から, 太陽

光発電システムの導入が盛んになっている. 太陽光

発電システムは, 導入後, 数十年の長期にわたって

運用されるものであるため, その長期にわたる安定

した発電性能が要求される. このため, 運用時に周

辺環境から受ける温度変化や湿度変化などの環境ス

トレスを予測し, 運用中における劣化や不具合の状

況を把握することが重要である. また, 太陽光発電

システムの設置場所については, 現在は一般住宅や

遊休地などが主であるが, 将来的には農業や水産業

などへの展開, 普及も十分考えられる.

このような背景から, 本研究では, 環境ストレス

に起因する太陽電池劣化の評価項目についての探究

のため, 多結晶シリコン太陽電池セル (以下, ｢セ

ル｣ という) が水や腐食系ガスに長期間接触した場

合の出力特性の変化を調査した.

２ 実験方法

２－１ 太陽電池セルの評価環境の調整

セルを評価するための装置として, ソーラーシミュ

レータ (英弘精機㈱, SS-156XIL) (図１) を用い

た. この装置では, キセノンランプを用いた疑似太

陽光によりセルの最大出力などを測定できる. セル

の測定条件は, JIS C 8960の標準測定条件 (Stan-

dard Test cell Conditions：STC) である, 標準温

度25℃, 分光分布 AM-1.5G, 日射強度1000W/㎡に

設定し, この条件を常に再現できるようにするため,

装置の調整を行った１).

最初に, 疑似太陽光の光量安定を得るため, 日射

計 (英弘精機㈱, ML-020VM) を用い, 光源点灯

後の光量変化を調べた. 時間的な光量の変化を図２
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のグラフに示す. グラフ中の横軸は光源点灯からの

経過時間, 縦軸は点灯直後の光量を100としたとき

の光量の変化の割合を示したものである. この結果

から, 点灯後60分以上経過するとキセノンランプの

光量が概ね安定することがわかる. これにより, 実

際の測定の際には, 光源点灯から60分以上のエイジ

ング時間をとり, 安定した光量を得ることとした.

次に, 標準温度環境を実現するため, 測定ステー

ジの温度調整を行った. ステージの温度調整には,

循環恒温槽を用いており, 0.1℃単位での温度調整

が可能である. 試験室内の温度は空調にて25℃に設

定されているが, 周囲の室温の影響を受け, 実際の

ステージ表面温度と設定温度に差が生じないかを確

認するため, ステージを９つのブロックに分け, 温

度計 (アズワン㈱, TM-300) を用いて各ブロック

の表面温度を測定した. 結果は図３のようになり,

セル測定時のステージ表面温度が設定温度のとおり

概ね25℃に保たれていることが確認できた.

最後に, 疑似太陽光の日射量校正を行うための環

境を整えた. 校正は, 基準太陽電池セルを組み込ん

だパッケージ (コニカミノルタ㈱, AK-200) を用

いて行う. パッケージを測定ステージに設置する場

合, パッケージ内部のセルから光源までの距離と,

ステージから光源までの距離に8.3mm差が生じる.

そのため, 測定面の高さを合わせる必要がある. そ

こで, ステージの高さを鉛直方向に調整できる治具

を製作し, ステージの下に取り付け, 精密に高さを

調整できるようにした. 治具の一部には, Z軸フラッ

トステージ (シグマ光機㈱, TDS-1003) を組み込

み製作し, 鉛直可動域を±10mmの範囲で調整でき

るようにした.

また, 測定ステージに基準セルパッケージを設置

した場合, パッケージ周辺の残りの受光面からの反

射が影響し, 日射量の調整に影響を与えることが考

えられるため, あらかじめ, 測定ステージの受光面

に遮光用のシートを敷いたうえで, 基準セルパッケー

ジを設置することとした.

２－２ 水によるセル出力値の影響評価 (実験１)

太陽電池の劣化を招く環境ストレスの一つの要因

であると考えられる水がセルに与える影響について

検証するための実験を行った. 実験用のセルは, 水

に浸した後, 室内で10日間放置したもの (図５) と

し, ソーラーシミュレータで測定し, これを１年間

繰り返した.
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２－３ アンモニアによるセル出力値の影響評価

(実験２)

また, 設置環境として想定される, 農畜産業の現

場環境を模擬し, アンモニアガス環境下での影響の

検証実験を行った. 実験は, 純アンモニアを満たし

たデシケータ内に, セルを入れ (図６), 一定期間

おきに取り出し, ソーラーシミュレータで最大出力

を測定した. 測定間隔はIEC61215のDH試験 (高温

高湿試験) の時間を参考に1000時間おきとし, 4000

時間まで測定した. 保管中の光による影響を除外す

るため, デシケータは暗所に設置した.

３ 結果および考察

実験１の測定結果を図７のグラフに示す. グラフ

中の横軸は試験開始からの経過日数, 縦軸はセルの

出力の割合を示したものである. なお, 出力の基準

として, 比較対象用にデシケータ内で一定湿度で保

管した同一規格のセルの出力値を100とした.

水の影響による出力変化の測定においては, 開始

３ヶ月ほど経過してから徐々にバスバー電極部に発

錆が見られたが, 最大出力の変化としては, 最大で

3.8％の低下にとどまり, １年の実験期間では, 著

しい出力値の低下は認められなかった.

次に, 実験２の測定結果を図８のグラフに示す.

グラフ中の横軸は経過時間, 縦軸はセルの出力割合

を示したものである. なお, 出力の基準は実験１と

同様である.

アンモニアの影響による出力変化の測定において

も, 4000時間の実験の中では, 最大出力に著しい低

下は認められなかった.

このことから, セル単体に水やアンモニアが触れ

る環境において, １年程度の期間では, セルの出力

に大きな影響は及ぼさないことがわかった. しかし

ながら, 太陽光発電システムは長期運用が求められ

るため, より長期的な実験を行うことで, 劣化の状

況を把握し, 加速試験の条件等の手がかりを探究し

ていくこととする.
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図５ 水に浸したセル
(実験開始から１年経過したもの)

図６ 純アンモニア雰囲気下での保管状況

図７ 水の影響による出力変化

図８ アンモニアの影響による出力変化



４ まとめ

太陽光発電の分野では, 設備の信頼性・品質の維

持に関して, 運用中の劣化状況の把握およびその擬

似的な試験方法の確立が求められている２). このた

め, 今回, 多結晶シリコン太陽電池セルを対象とし,

水やアンモニアガスが接触した状況を模擬した実験

を行った. 実環境よりも過酷な条件での実験を行っ

たが, 結果として約１年の実験では出力低下の兆候

は認められなかった. 長期的な出力変化を確認すべ

く, 今後も継続して観察していくこととする. また,

評価対象についても, セル単体のみならず, 部材や

配線など太陽光発電システムを構成する周辺部品を

含めた, より実際の設置環境に近い複合的な試験手

法などを検討していく.

加えて, 将来的に太陽光発電を導入する先として,

例えば, 畜舎などを考えると, 腐食・悪臭の原因と

なる物質として, 本実験で取り扱ったアンモニアの

ほか, 硫化水素, トリメチルアミン, プロピオン酸,

ノルマル吉草酸, イソ吉草酸などがある３)と言われ

ており, このような物質が与える影響についても,

調査を行う.
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１ はじめに

県内において, 冷間鍛造成形により溶接ナットを

はじめ, 複合ギアなどの各種自動車部品を製造して

いる企業がある. これらの製造工程では, 円筒形状

の金属塊を５～６回の鍛造工程を経て製品形状とし

ており, その各工程での部品形状を求めなくてはな

らない. 従来, 各種部品の冷間鍛造における工程設

計は, 電卓や表計算ソフトを利用して実施していた.

市販の表計算ソフトを利用した場合でも, 金型へ部

品を挿入するためのクリアランス (金型へ部品の挿

入を容易にするための工程間寸法差) などを考慮す

る必要があり, 複雑な計算式を多用するため, 工程

設計には数時間を要する状況となっていた.

そこで, 比較的頻繁にレイアウト設計を行ってい

る形状について, 体積計算等を省力化することを検

討した. 今回取り組んだのは, フランジのある製品

形状である. この製品製造に際しては, これまでの

経験から５回の鍛造工程を実施して製品を製造して

いる. それらの各工程の部品形状をパターン化して,

各工程の寸法形状を求め, 設計工程の省力化を目指

した.

また, 密閉型金型における鍛造工程において, 潤

滑剤として使用されるオイルが, 内部にとどまらな

いようにリーク溝を付加しているにもかかわらずオ

イルがリークされずに成形不良を生じた事例があっ

た. この状況を解析時にあらかじめ認知できないか

検討した.

２ 開発方法

今回選定したフランジを有する形状の鍛造工程は

５工程で実施されるので, 各工程での部品形状パター

ンごとに関数 (クラス) を作成し, 形状のDXFデー

タを出力する機能などを作成した.

各工程について, 体積計算, クリアランスを考慮

した寸法計算, 断面比などの評価式の計算に必要な

関数を作成した. また, 操作の手順は以下の通りで

ある. １)工程間クリアランスの設定, ２)材質の選

定, ３)製品寸法の入力, ４)二次元図面化, ５)API

を利用したモデル作成.

各項目の詳細について以下に述べる.

２－１ 工程間クリアランスの設定

作成した簡易工程レイアウト設計プログラムを図

１に示す. また, 冷間鍛造の工程レイアウトにおけ

る工程間クリアランスは, 図１の ｢クリアランス｣

で示す領域部分において設定できる. このクリアラ

31

平成24年度 [2012] №57
宮崎県工業技術センター・宮崎県食品開発センター研究報告

冷間鍛造成形工程の省力化に関する研究＊

外山 真也＊１・竹山 隆仁＊２・河野 通成＊３・山田 若雄＊３

Study on Laborsaving in the Cold Forging Process

Masaya TOYAMA, Takahito TAKEYAMA, Michinari KAWANO and Wakao YAMADA
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ンスは, 鍛造成形された部品を, 次の工程の金型へ

挿入する場合に容易になるように考慮された形状寸

法差である.

２－２ 材質の選定

冷間鍛造にて成形する材質を (例えば, S10C,

銅, アルミ, ステンレスなど) 図１の ｢材質の選定｣

部分に示すように, コンボボックスで表示し, 選択

できるようにした. デフォルトでは, 一般的に多用

される材料 (S10C) を設定した. これらを選定す

ることにより, 体積から製品の質量が自動的に計算

される.

２－３ 製品寸法の入力

材質の選定後, 製品寸法を入力する. 次に, 入力

が必要な最低限の項目の入力ボックスを黄色で表示

させ, それらの項目に数値を入力するようにした.

図１において, ｢入力項目｣ 部分で表示されている

項目を入力すると, 他の項目が自動的に計算され結

果が表示される.

今回作成したプログラムは, 中央部にフランジ形

状をもつ製品に適用しているが, フランジの厚みだ

けでなく, フランジの位置も, 上寄りや下寄りに対

応できるように, 汎用性を重視して, 入力するデー

タ項目を設定した. 入力後, 切断工程から前工程の

ブランクまでの寸法が自動的に計算され表示される.

また, この際に加工限界の基準である断面減少率,

据え込み比, 据え込み率なども求められ, 工程レイ

アウトの検証が可能となる. このようにして求めら

れた検証結果は, 図１の ｢検証結果｣ 部分に示す.

２－４ 二次元図面化

さらに, 求められた寸法データから, CAD用の

図形データ (DXFデータ) を出力する機能を追加

した. そのデータをCADで読み込み, 寸法値まで

記入された二次元図面の完成図を図２に示す.

２－５ ����������の���を利用したモデル作成
今回のソフト開発により, 各工程における部品形

状が求められるようになった. 二次元CAD用のデー

タとしてはDXFデータが出力可能になった. さら

に三次元CADにおいても設計工程を省力化するた
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図２ 二次元図面化
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め, API (Application Programming Interface)

を利用したコマンドを開発した. その一例を図３及

び４に示す. 図３は新たに開発した機能の一つで,

三次元CAD (SolidWorks) のメニューから選択し

て起動できる. このダイアログにおいて, 各寸法を

入力すると, 図４に示すモデルが作成される.

３ オイルトラップ解析

密閉型の金型において成形すると内部に潤滑油が

溜まり成形不良を生じる場合がある. そのため, オ

イルリーク用の溝を付加する. 今回の事例では長さ

0.4mm, 幅0.01mmの溝を回転対称に３箇所設けて

成形しようとしたところ, オイルトラップを生じ,

成形不良となった.

解析ソフト (Deform-3D Version6.1) においては

オイルトラップに関する機能があり, 解析を実施し

た. 解析モデルを図５に示す. 解析モデルは1/3モ

デルとして解析を実施した.

解析条件としては, 成形ストローク4.5mmにおい

て90ステップの分割で塑性変形解析を行った.

さらに, リーク溝の寸法を縦0.4mmで一定とし,

幅を0.01, 0.02, 0.04, 0.07mmとした場合の解析を行っ

た.

４ 結果および考察

今回の設計システムの開発においては, Micro-

soft Visual C# Express 2010 を利用した. 各工

程においてオブジェクト指向によるクラス化を行っ

た. 各クラスにおいて, 体積計算やDXF出力に関

する関数を作成したので, デバックが容易になった.

さらに, フランジ付の形状だけでなく, スレーブ形

状やかさ付スレーブ形状のレイアウト設計について

も同様の手法で開発した.

これらの製品に関しては, 製品形状の寸法を入力

することで, 鍛造工程レイアウトが短時間に作成で

きるようになった. しかも, DXFデータを出力し,

CADによる図面化が可能となるので, 従来の電卓

や表計算ソフトを用いた作業 (約５～６時間) の場

合より, 大幅な省力化 (約５分程度に省力化) を実

現し, かつ品質及び精度を向上させることができた.

このような手法でレイアウト設計が可能な製品は,

約20種類程度あるので, 今後も開発を進め, 設計工

程の省力化を実現したいと考えている.

オイルトラップに関しては, リーク溝の幅を０, 0.01,

33

冷間鍛造成形工程の省力化に関する研究

図３ 開発したコマンドの一例

図４ 作成されたモデル

図５ 解析モデル



0.02, 0.04, 0.07mmとした場合の解析結果を表１に

示す. ここで ｢１回目｣ は１回目の解析を実行して

解析が停止した時点のステップ位置を示す. そのス

テップが90 (最終位置) に満たない場合は, 解析の

継続を実行した. ｢２回目｣ は, １回目の解析にお

いて途中で解析が停止して解析を継続した場合に到

達したステップ数を示す. ここで ｢×｣ としている

のは, 解析の継続を実行しても実行できなかった場

合である.

このとき, リーク溝の幅を０mm及び0.01mmと

した場合は, 成形ストローク最終位置である90ステッ

プまで到達せず途中の位置で解析が中断され, その

後継続させようとしても解析できなかった. また,

リーク溝の幅が0.02mm及び0.04mmの場合は最終位

置 (ステップ90の位置) をオーバーしている.

さらに, リーク溝の幅が0.07mmの場合は途中の

ステップ68の位置で中断しているが, 継続すること

ができた.

実際には, リーク溝の幅が0.01mmにおいてはオ

イルトラップの状態で成形不良が生じており, 0.07

mmの場合は成形不良が生じていないことがわかっ

ている.

これらのことから, まだ断定はできないが, 最終

位置まで到達せず, 中断されて継続ができない場合

は, オイルトラップの影響が生じる可能性があるこ

とを評価できるのではないかと考える.

５ まとめ

今回示した塑性変形解析は, 事例の一つであるた

め, すべての破断の解析に対して適用できるといえ

るものではないが, 判断材料の基準を明確にするた

めの技術データを蓄積することが望ましい.

この破断事例は, 設計段階では破断が生じること

を予測できず, 鍛造試験段階で生じため, 金型の修

正などを余儀なくされた. この研究は, その対策と

して塑性変形解析において破断を予測できるかどう

かを検証するために実施した.

今回の塑性変形有限要素解析において, 冷間鍛造

成形時に生じた破断の状況を推測することができた.

解析においては破断の状態を示すことは容易ではな

いが, ダメージの数値を詳細に調べることにより予

知することが可能であると考える.

６ 参考文献

１) 佐藤征亜, 木之下広幸, 外山真也ほか：前方後

方押し出しによる複合ギア成形, 日本機械学会論

文 (C編)., 76-770, (2010-10)

２) Masaya TOYAMA, Hiroyuki KINOSHITA

etc：Influence of Slug Shape on Metal Flow

in Simultaneous Forward-Backward Extrusion

of Compounds Gear, 602-603, The9-th Interna-

tional Conference on Technology of Plasticity

(ICTP2008)

３) 社団法人日本塑性加工学会：鍛造, 株式会社コ

ロナ
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表１ オイルトラップ解析結果

No リーク溝深さ (㎜) １回目 ２回目

１ 0 (溝なし) 81 ×

２ 0.01 68 ×

３ 0.02 160

４ 0.04 94

５ 0.07 68 204



１ はじめに

県内において, 主に自動車用途のドアミラーやキー

レスエントリーシステム等を生産している企業があ

る. 現在生産されている自動車には, 車庫入れ等の

視覚支援を目的としたカメラをドアミラーにも搭載

している車種がある. そのため生産ラインでは, カ

メラ取り付け時の位置ズレ検査工程がある. そこで

は, 液晶モニターにドアミラーカメラを接続して,

検査対象物を撮影し, それが合格範囲から逸脱して

いないかの良否判定を画像処理にて行っている.

現行の検査装置概要を図１に, 取込み画像を図２

に示す. 本検査工程における問題点を以下に示す.

１) 高額

２) 開発メーカー廃業などによる検査機の改善や複

製機の製作が容易ではない

３) 開発ソフトのブラックボックス化

上記問題点の対策として市販画像処理機器への代

替が考えられるが, 市販されているOMRON社や

COGNEX社等の画像処理製品には, 車載カメラか

ら画像を取込み画像処理検査できるものは見当たら

なかった.
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Development of Image-Processing Software for Position Check using Open CV

Masaya TOYAMA, Takahito TAKEYAMA and Takahiro HIRA

県内において, 主に自動車用途のドアミラーやキーレスエントリーシステム等を生産している企業がある.

現在生産されている自動車にはドアミラーにカメラを搭載している車種があり, カメラ取り付け時の位置ズレ

検査工程において, 良否判定の省力化を検討した. 今回の開発は, 昨年OpenCVを利用して開発したWindows

版の画像処理システムをLinuxへ移植することが主体となった.

キーワード：画像処理, 位置検査, OpenCV, C#, C++,ソフトウェア

＊ 共同研究 ｢ドアミラーカメラ検査画像処理システムの
開発｣

＊� 機械電子部 (現 材料開発部)
＊� 機械電子部 (現 宮崎県機械技術センター)
＊� 株式会社 ホンダロック

図１ 現行の検査装置概要

図２ 車載カメラ取込み画像



そこで, オープンソースの画像処理ライブラリで

あるOpenCVを利用し, ドアミラーカメラ位置ズレ

検査用画像処理ソフトの開発を行うことにした.

２ 開発方法

昨年開発したWindows版の画像処理ソフトを

Linux版に移植するにおいて, 関数の名称や機能に

異なる点があり, それらの対応付けと機能の相違を

把握することが重要な作業となった.

また, Windows版においては, C#で開発した多

くの関数を利用していたので, Linux版においては

それらの関数をC++言語で移植する作業が発生し,

かなりの作業を要した.

ドアミラーカメラ検査装置として必要な機能は,

１) 車種による合否判定領域の設定機能, ２) 領域

内にターゲットが存在するかどうか判定する機能の

二つであり, これらが大きな開発課題であった.

２－１ 判定領域の設定機能

ドアミラーに取り付けられるカメラは魚眼レンズ

となる. そのカメラを通して得られる画像において,

ターゲットとなる白い四角形形状は中央と左右の三

か所にあり, それらの形状は魚眼歪みにより台形と

なる. その形状が指定領域内に存在するかどうかを

判定する.

それらの判定領域を示す座標データは, 例えば

｢車種+Left｣ のように車種を示すコードと位置を

示す記号 (�Left�,�Center�,�Right�) を組み合わ
せたファイルに登録保存するようにした.

図３に判定領域の種類を選択するダイアログの事

例を示す.

また, 判定領域の座標データを設定するダイアロ

グの例を図４に示す. この図は左側のターゲットの

データを設定する場合の例であり, 中央や右側の場

合も同じダイアログを利用して設定できる.

２－２ 領域内に存在するかどうかの判定

左右と中央のターゲットが, それぞれ指定された

領域内に存在しているかどうかの判定は, 次のよう

にした. まず, １) ターゲット形状の４隅の位置を

求める. 次に, ２) それらの４隅の位置が指定され

た領域内に存在するかどうかを判定する. いずれか

一つでも領域内になければ ｢NG｣ とし, すべて領

域内に存在すれば ｢OK｣ とした.

３ 結果および考察

今回の開発において, ドアミラーカメラ検査画像

処理プログラムを作成できた. 開発したプログラム

の画像を図５に示す. この図において, 領域判定を

行い, 合格したことを示す ｢OK｣ が表示されてい

る.
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図３ 判定領域の種類の設定ダイアログ

図４ 判定領域座標の設定ダイアログ

図５ 開発した検査ソフトの動作状況



４ まとめ

今回, 初めてLinuxでの本格的なソフト開発を実

施した. C++言語での開発であったため, Windows

との相違が少なくなく, 動作もかなり異なる点が多

いと感じた. 特に, ダイアログの起動については,

イベント発生時にダイアログに設定されているデー

タが初期化される場合とそうでない場合があり, 注

意が必要である.

Linux環境でOpenCVを利用した画像処理ソフト

を開発できた. 今後, 検査装置として開発したソフ

トが利用されることを期待する.

５ 謝辞

この研究開発は, 宮崎大学においてOpenCVを利

用した開発を進められている椎屋和久氏, 森圭史朗

氏らの助言及び協力を得て完成させることができた.

ここに謝意を記す.

６ 参考文献

１) 北山洋幸：OpenCVで始める簡単動画プログラ

ミング, 株式会社カットシステム

２) 北山洋幸：技術者のためのVisualC++実践プ

ログラミング技法, 技術評論社

３) DonisMarshal株式会社トップスタジオ訳：プ

ログラミングVisual C#2005, 日経BPソフトプ

レス
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１ はじめに

SPG膜を分散素子にして単分散のナノ・マイク

ロバブルを生成する技術１) が開発されている.

SPG膜は均一な細孔を有するため, 均一な大きさ

のバブルを形成することができ, 膜細孔に応じてバ

ブル径も変えることが可能である.

その特長を生かした応用例には, 微生物培養や細

胞培養など２) に関わるバイオテクノロジー分野,

排水処理など３) の環境浄化分野がある. いずれも

バブルの微細化による浮上遅滞と気液界面積増加,

それに起因する見かけガス溶解速度の向上を利用し

ている.

一方, SPG膜によって生み出した均一なナノあ

るいはマイクロバブルを包含したまま連続液相を固

化した場合, 空隙径や空隙率が制御された多孔材料

を製造できると想像される. これを可能にするため

には, 少なくともバブル生成能力 (起泡力) とバブ

ルを安定化する能力 (泡安定度) の両方に優れた界

面活性剤を探索しなければならない.

既報４)では, 骨格が疎水性樹脂である多孔材料の

開発を目指し, その前駆体である疎水性溶媒中に豊

富なバブルを包含した状態を形成できる油系界面活

性剤の探索を行った. しかしながら, 起泡力と泡安

定度に優れた油系界面活性剤を見出すには至らなかっ

た.

そこで本報では, 多孔材料の骨格として親水性樹

脂, 高分子物質あるいはゲル化材料などを想定し,

前駆体である水溶液に豊富なバブルを包含できる水

系界面活性剤の探索を行った. ただし, 本研究は予

備試験的な位置づけであることから, 水系界面活性

剤のみを溶解した水溶液に対して起泡力および泡安

定度を評価した. その結果, 表面張力を著しく低下

させる水系界面活性剤の採用は, 親水性多孔材料製

造の最低条件であることが明らかになったので報告

する.

２ 実験方法

２－１ 水系界面活性剤

一般に, 水系で使用される界面活性剤は数百から

数千種類存在すると言われている. そこで候補を絞
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Search for Excellent Hydrophilic Surfactant at Foaming Power and Bubble Stability
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シラス多孔質ガラスSPG膜を分散素子にして単分散のナノ・マイクロバブルを生成する技術が知られてい

る. ここでバブルを包含したまま連続液相を固化できるならば, 均一な空隙を持つ多孔材料を製造できると

容易に想像できる. さらに最も重要な界面化学的なファクターは, 界面活性剤の起泡力と泡安定度であるこ

とが推察される. そこで著者らは, 骨格が水系の多孔材料を開発するため, これに使用可能な起泡力および

泡安定度に優れた水系界面活性剤を探索した. 探索に当たって起泡力および泡安定度試験方法を改良し, 優

劣の評価基準を一般的なJIS記載方法から本研究目的に沿った形に変更した. その結果, 起泡力および泡安

定度に優れた数種類の水系界面活性剤を見出し, それら界面活性剤の水溶液は表面張力が極めて低い共通の

性質を有することを明らかにした.

キーワード：界面活性剤, 起泡力, 泡安定度, SPG膜
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るため, 界面活性剤メーカー５社から起泡力と泡安

定度に優れたベストスリーをそれぞれ推薦してもらっ

た. 選ばれたショ糖脂肪酸系, ポリグリセリン系,

ポリオキシエチレン系および陰イオン系の界面活性

剤を表１に示す. 比較剤には, 汎用的な陰イオン系

界面活性剤のラウリル硫酸ナトリウムSDS (シグ

マアルドリッチ, HLB40) および非イオン系のデ

カグリセリンステアリン酸エステルSWA-10D (三

菱化学フーズ㈱, HLB14) とSWA-15D (三菱化学

フーズ㈱, HLB13) を使用した. 以下, 略称で表

示する.

溶媒である蒸留水に対する添加濃度はSDSのみ

0.5 wt％, それ以外は１wt％とした.

２－２ 起泡力および泡安定度試験

起泡力および泡安定度試験は, JIS K2518 (潤滑

油－泡立ち試験方法) を準用し, 既報４) と同じ図

１の装置により実施した.

容量1000�のメスシリンダーを利用する場合は,
界面活性剤水溶液を300 �入れ, 先端に細孔径20

��, 直径10 mm, 有効長さ20 mmのSPG膜を装着
したガス導入管を挿入した. SPG膜を介してバブ

ルが親水性液体中に分散するようにエアポンプで

100 �/minの空気を２分間 (計200 �) バブリング
した. 一方, 2000 �のメスシリンダーでは, 界面
活性剤水溶液を400 �入れ, ７分間 (計700 �) バ
ブリングした.

JIS K2518は, ガス導入管先端に結晶アルミナ粒

子を溶融して作った球形ディフューザ, または焼結

多孔質ステンレス鋼製の円筒形ディフューザを使用

するように規定している. しかし, 生成したバブル

径にバラツキが大きく, 条件の変化に敏感に反応す

るため, 起泡力を正しく評価できるか疑問が残る.

そこで細孔径20μmのSPG膜を装着した. SPG膜を

介したバブリングでは細孔径の10倍程度のバブルを

再現よく生成１) することが可能であり, 本研究の

起泡力と泡安定度試験に適していると判断した.

ガス導入直後, 液体中に分散したバブルおよび泡

沫部分を含む全体積から液体部分の体積を引いた値

を10 �単位で読み取り, その高さを起泡力とした.
すなわち, 持ち上がった連続液相の重力に抗してど

れだけ起泡できるかを評価した. ここで水溶液の液

面降下およびSPG膜やガス導入部体積の影響は無

視した.

また, バブリング終了後にバブルおよび泡沫部分

の高さがどう変化するか, その経時変化 (10分後,

30分後および60分後) から泡安定度を評価した.
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表１ 水系界面活性剤の探索候補一覧

略 称 名 称

L-1695
ショ糖ラウリン酸エステル

LWA-1570

O-1570 ショ糖オレイン酸エステル

S-1670 ショ糖ステアリン酸エステル

L-4 ポリグリセル-4 ラウリルエーテル

M-12J
モノラウリン酸ポリグリセリル

Q-12Y

LA-875 ポリオキシエチレンアルキルエーテル,
1-ドデカノール

LA-1275
ポリオキシエチレンアルキルエーテル

SO-160

PS-440E ポリオキシエチレンアルキルエーテル
フォスフェート

LK-120 ラウリン酸カリウム

OS-14 テトラデセンスルホン酸ナトリウム

OTP-75 スルホコハク酸ジオクチルナトリウム

ML-310 テトラグリセリンモノラウレート

ML-500 ヘキサグリセリンモノラウレート

ML-750 デカグリセリンモノラウレート

図１ 起泡力および泡安定度試験装置



２－３ バブル径分布の測定

起泡力と泡安定度に優れた水系界面活性剤に対し

てSPG膜を分散素子に純空気をバブリングした. 細

孔径5.0μm, 直径５mmのSPG膜を装着した有効膜

面積15.7 �の膜モジュールを用い, 図２のマイクロ
バブル生成装置を使用した. 膜透過圧力は34.3 kPa

から49 kPaの範囲で変化させ, 圧力の影響も調べた.

バブルが分散した試料水溶液はレーザー回折／散

乱式粒度分布測定装置 (㈱島津製作所, SALD-

2100) のサンプラーに投入して直ちにバブル径分布

測定に供した. ここでサンプラーは, 実験と同じ濃

度の界面活性剤水溶液で満たしておいた. 測定ファ

クターの屈折率は3.0－0.2iに固定し, 体積基準メディ

アン径を平均径と見なした.

２－４ ガス種の影響

水系界面活性剤は, その疎水基が疎水性媒体側へ,

親水基が親水性媒体側へ優先的に配向する. バブル

気液界面では, 一般に, ガス側へ疎水基が, 水側へ

親水基が配向する. しかし, 界面積当たりの配向密

度 (吸着密度) や界面活性剤分子の配列コンフォメー

ションは, ガスの種類によって変化することも予想

される. 例えば, 酸素のように極性の強いガスに対

してメタンガスのように疎水性の強いガスでは, 配

向状態が異なるためにバブル径に差異が生まれると

考えられる.

そこで本研究では, 図２のマイクロバブル生成装

置を使用し, SDS0.5％水溶液へのバブリングを行っ

た. ガスは, 純空気, ヘリウム, 窒素およびメタン

を用い, それらのバブル径分布を測定して比較した.

２－５ 界面活性剤水溶液の表面張力測定

起泡力と泡安定度を調べる試験およびSPG膜で調

製したバブル径を測定する実験結果を考察するため,

界面活性剤の重要評価項目である表面張力を測定し

た. ここでは, 全自動接触角計 (協和界面科学㈱,

Drop Master DM500) を使用し, 懸滴／Young-

Laplace法により解析した.

３ 結果および考察

３－１ 水系界面活性剤の絞り込み

図１の試験装置 (導入空気量200 �, メスシリン
ダー容量1000 �) を用いて起泡力および泡安定度
を調べ, 表１の水系界面活性剤に対する絞り込みを

行った. 比較剤のSDSも加え, 得られた結果を全

て図３に示す. 起泡力はバブリング直後のバブル・

泡沫部分高さであり, 泡安定度は経時的な高さの低

下から評価できる.

この結果から, メーカー5社より推薦された水系

界面活性剤は, S-1670を除き, いずれも比較的大き

な起泡力があった. 一方, S-1670, LA-1275, SO-

160, LK-120, OTP-75は泡安定度に欠けることが

明らかになった. 比較剤SDSは両特性とも平均以

上であった.
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図２マイクロバブル生成装置

図３ 推薦界面活性剤の起泡力および泡安定度
(導入空気量200�)



図３の結果から起泡力および泡安定度に優れてい

ると判明したL-1695, LWA-1570, L-4, LA-875,

OS-14, ML-750ならびに比較剤のSDS, SWA-10D,

SWA-15Dに対して, 大量にバブルを生成した場合

の能力変化を明らかにする実験を行った. 導入空気

量700�, メスシリンダー容量2000�の条件で図１
の試験装置を使用した.

その結果を図４に示す. 比較剤を含めていずれの

水系界面活性剤も起泡力および泡安定度が良好であっ

た. そこで以下の実験はL-1695, LWA- 1570, L-4,

LA-875, OS-14およびML-750を用いて実施した.

３－２ ���膜によって生成したマイクロバブルの
バブル径分布

L-1695, LWA-1570, L-4, LA-875, PS-440E,

OS-14ならびにSDSを選択し, 図２のマイクロバブ

ル生成装置を用いてSPG膜を分散素子に純空気を

バブリングした. 生成したバブルのメディアン径を,

膜透過圧力をファクターにして図５に示す.

最低圧力の35 kPaでは, いずれの水系界面活性

剤を使用してもほぼ40μmのバブル径となり, SPG

膜細孔径5μmの約８倍となった. SPG膜バブリン

グ法では, 水系界面活性剤の種類によらず一定比の

バブルが生成することが示唆された. 同様のことは

後述する表面張力の効果にも言え, 泡安定度が確保

されていれば, 表面張力の影響を受けずに一定比の

バブルを生成できることが明らかになった.

膜透過圧力はバブルの単分散性に影響を及ぼした.

L-1695, LWA-1570, LA-875, OS-14およびSDSは,

圧力が高くなるに従って大きなバブルが混在する割

合が増え, バブル径分布の裾が大きい方へ広がった.

このためメディアン径も少しずつ大きくなった. し

かしながら, L-4とPS-440Eについては圧力に関わ

らずほぼ40μmのバブル径が得られた. L-4のポリ

グリセリン-4ラウリルエーテル分子およびPS-440E

のポリオキシエチレンアルキルエーテルフォスフェー

ト分子は水中を拡散してバブル界面に高い密度で吸

着・配向しやすいと予想される.

一方, 図３, 図４および図５の結果から, 図１の

改良型試験装置による絞り込み実験は, 起泡力と泡

安定度のいずれも非常に粗い実験結果を提示したに

過ぎないと考えられる. 極端に機能が乏しい界面活

性剤をピックアップする一次スクリーニングにのみ

利用でき, 最適なものを探索する精緻な実験では図

２のSPG膜バブリング装置を使用する実験が望ま

しいと考えられる.

３－３ バブル径分布に及ぼすガス種の効果

図２のマイクロバブル生成装置を用い, ガスの種

類と膜透過圧力を変えて生成したマイクロバブルの

メディアン径を図６に示す. 水系界面活性剤はSD

Sのみとした.

その結果, 空気Air, ヘリウムHe, 窒素N２, メ

タンCH４の間では, 少なくともガスの種類を変えて

もメディアン径や分布の変化に大きな差異がないこ

とが明確となった. すなわち, バブルのガス種は水

系界面活性剤の配向にほとんど影響しないことが示
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図４ 大量のバブルを生成した場合の起泡力
および泡安定度 (導入空気量700�)

図５ SPG膜で生成したマイクロバブルのメディアン
径比較



唆された.

３－４ 表面張力の測定結果

本研究で絞り込んだ水系界面活性剤水溶液の表面

張力を図７に示す. L-4, LA-875およびPS-440Eを

除いて35～38 mN/mの表面張力であった. 一方,

L-4とPS-440Eは30 mN/m弱の低い値が測定され,

図５で議論したバブル界面に高い密度で吸着・配向

しやすい界面活性剤分子であるという推論と符合し

た.

以上の結果から, 起泡力および泡安定性に優れ,

SPG膜バブリングに適した水系界面活性剤はL-4と

PS-440Eであることが提案できた.

４ まとめ

今回, SPG膜を用いたナノ／マイクロバブル生

成技術を応用して骨格が水系の多孔材料を開発する

ことを目標に, これに使用可能な起泡力および泡安

定度に優れた水系界面活性剤を探索した. その結果

をまとめると以下のとおり.

１) JIS K2518を改良したSPG膜をディフューザと

する起泡力および泡安定度試験は, 極端に機能

が乏しい界面活性剤を削除する一次スクリーニ

ングにのみ利用できる.

２) 最適な界面活性剤を探索する精緻な実験には,

SPG膜を分散素子とするバブリング装置が適

していた.

３) 空気, ヘリウム, 窒素およびメタンの間では,

ガス種によってメディアン径や分布が変化せず,

ガス種は水系界面活性剤の配向にほとんど影響

しないことが示唆された.

４) ポリグリセリン-4ラウリルエーテルL-4および

ポリオキシエチレンアルキルエーテルフォスフェー

トPS-440Eは, 表面張力などの考察から, バブ

ル界面に高い密度で吸着・配向しやすいことが

推測された. また, 起泡力および泡安定性に優

れ, SPG膜バブリングに適した水系界面活性

剤であることが提案できた.
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図６ ガス種を変えたときのバブル径比較

図７ 界面活性剤水溶液の表面張力測定結果



１ はじめに

アワビなどの海産動物は, 全国各地で種苗生産お

よび養殖がなされており, 餌として現地周辺で採取

した海藻を与える場合もあるが, 冬場など海藻が確

保し難い時期は, 配合飼料や乾燥した海藻を併用し

て飼育されている. しかし, これらの配合飼料等は

乾燥固形状で保存性は良いものの, 海上飼育の場合

は波の影響で, また, 図１に示す陸上飼育の場合は

海水中に入れると時間の

経過とともに膨潤して崩

壊することが最大の課題

である. 飼料が崩壊し海

水中に逸散すると, 給餌

効率が悪化し生産コスト

高となるほか, 閉鎖的な

陸上飼育の場合は水質悪化につながり, 飼育アワビ

などの成長や生残に影響を及ぼす場合がある.

そこで, 本事業では海水中安定性が高い新しいア

ワビ飼育用の人工餌料の開発を目的とした. その中

で, 当センターでは同餌料の海水中安定性を評価す

るための餌料崩壊試験を実施し, 各種食品素材等の

中から餌料素材をつなぐバインダーの役割を果たす

もの (以下 ｢バインダー｣) とその配合割合につい

て探索した.

まず, 食品素材の中から30種類のバインダー候補

を選び, 予備崩壊試験を行うことにより, バインダー

候補を10種類スクリーニングした.

さらに, この10種類のバインダー候補で崩壊試験

を実施することにより, 人工餌料に適したバインダー,

その配合割合の下限値および栄養素の混合率を検討

した.

２ 実験方法

２－１ 試験装置

試験装置は図２に示す溶出試験機 (富山産業㈱

NTR-6100) を, サンプルを入れる容器はサビキカ
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図１ 陸上飼育用水槽

図２ 溶出試験機

�������������������������������������



ゴ (目開き２mm～2.5mm×3.5mm～５mm) を用

いた.

２－２ サンプル

２－２－１ 予備崩壊試験

表１に示す30種類のバインダー候補を用い, 小麦

デンプン, バインダーおよび水を原材料として安井

株式会社が試作した板状の餌料を約1.5cm×1.5cm

に切断したものをサンプルとし, N数は３とした.

ここで, 表１のNo.１は小麦デンプンと水で調製

したものであり, バインダーを添加しなかった場合

の状態を確認するための比較サンプルとした.

また, 餌料試作の初期段階で, バインダーの配合

割合の上限が概ね10％であることが確認されたこと

から, 予備試験におけるバインダーの配合割合を10

％に統一した.
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表１ 予備崩壊試験のサンプル種別

No. バインダー 配合割合 (%) 備考

１ 小麦デンプンのみ (丸食NS印) [比較サンプル] －

２ HPMC (メトローズSFE-4000ヒドロキシプロピルメチルセルロース) 10

３ CMC (2280) 10

４ PVA (RS-4104) 10

５ PVA (PVA-505) 10

６ 生分解性プラスチック (生分解性樹脂エステル化澱粉) 10

７ タンニン (食品添加物タンニン酸AL) 10

８ グルテン (小麦たんぱくPRO-グル65) 10

９ グルテン/タンニン 10 ※１

10 カゼイン (ラクタリス社製) 10

11 カゼイン/タンニン 10 ※１

12 カゼイン/クエン酸 (クエン酸･無水) 10 ※２

13 LMペクチン (ペクチンG-84L) 10

14 LMペクチン/塩化カルシウム (カルメート) 10

15 キトサン (コーヨーキトサンFM-80) 10

16 キトサン/クエン酸 10 ※３

17 グルコマンナン (グルコマンナンTS) 10

18 グルコマンナン/水酸化カルシウム 10

19 カラギーナン (カッパーカラギーナンC-20) 10

20 カラギーナン/塩化カルシウム 10

21 アルギン酸ナトリウム (ニューテックスF-M) 10

22 アルギン酸ナトリウム/塩化カルシウム 10

23 タラガム (離水防止剤) 10

24 グアーガム (グアーガムTG) 10

25 グルコマンナン/水酸化カルシウム+カラギーナン ５+５ 組合せ (18+19)

26 グルテン/タンニン+カゼイン/タンニン ５+５ 組合せ (９+11)

27 CMC+グアーガム ５+５ 組合せ (３+24)

28 CMC+アルギン酸ナトリウム/塩化カルシウム ５+５ 組合せ (３+22)

29 CMC+グルコマンナン/水酸化カルシウム ５+５ 組合せ (３+18)

30 グルテン/タンニン+アルギン酸ナトリウム/塩化カルシウム ５+５ 組合せ (９+22)

※１ タンパク質と強く結合して難溶性の塩を形成するタンニンを硬化剤として使用した.
※２ 酸によりカゼインが凝固する性質を利用しクエン酸を硬化剤として使用した.
※３ 予備実験でキトサンとクエン酸の組み合わせで僅かながらゲル化する現象が確認されたためクエン酸を硬化剤

として使用した.



２－２－２ 崩壊試験

スクリーニングした10種類のバインダー候補を用

い, その配合割合および添加物を変えた表２に示す

バインダーに, デンプン樹脂並びに昆布, 魚粉, 大

豆粕および貝殻カルシウムから成る栄養素 (以下

｢栄養素｣) を含有した組成で安井株式会社が試作し

た板状の餌料を, 約1.5cm×1.5cmに切断したもの

をサンプルとし, N数は３とした.

ここで, デンプン樹脂とは安井株式会社が開発し

た餌料素材であり, デンプン (樹脂原料), グリセ

リン (可塑剤) および炭酸水 (溶媒) を混合し, 反

応押出機を用いて成形した樹脂化デンプンを指す.

また, No.101はバインダーを含有しないデンプ

ン樹脂と栄養素で調製したものであり, 比較サンプ

ルとした.

さらに, No.102は栄養素を含む全餌料素材を混

合し押出成形した混練品であり, 海水中安定性が高

いものの, 成形時に125℃を超える高温となるため

栄養素の破壊が危惧されることと, 作業効率が悪い

ため餌料の大量生産を図るには新たな技術開発が必
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表２ 崩壊試験のサンプル種別

No. バインダー 配合割合 (%) 備考

101 なし [比較サンプル] 0.0

102 なし [基準サンプル] 0.0 混錬品､ 栄養素 30.0％

103 PVA (RS-4104 14％水) 28.6

104 PVA (RS-4104 ８％水) 28.6

105 アルギン酸ナトリウム (３％水) 76.2

106 グアーガム (2.0％水) 80.0

107 グアーガム (0.5％水) 80.0

108 小麦デンプン/水 11.4/17.1

109 小麦デンプン/塩化カルシウム/水 10.8/10.8/10.8

110 アルギン酸混合物/水 11.4/17.1 ※

111 CMC/水 5.7/22.9

112 グルテン/水 5.7/22.9

113 カゼイン/水 5.7/22.9

114 ペクチン/水 5.7/22.9

115 キトサン/水 5.7/22.9

116 グルコマンナン/水酸化カルシウム/水 4.3/1.4/22.9

117 アルギン酸ナトリウム (３％水)/水 5.7/22.9

118 グルテン/水 2.9/25.7 栄養素 14.3％

119 グルテン/水 2.9/25.7 №118の再試験

120 グルテン/水 2.3/26.3 栄養素 14.3％

121 グルテン/水 1.4/27.1 栄養素 14.3％

122 グルテン/水 0.9/27.7 栄養素 14.3％

123 グルテン/水 0.3/28.3 栄養素 14.3％

124 水 28.6 栄養素 14.3％

125 なし 0.0 栄養素 30.0％

126 グルテン/水 6.0/4.0 栄養素 30.0％

127 グルテン/水 6.0/14.0 栄養素 30.0％

128 グルテン/水 3.0/17.0 栄養素 30.0％

129 グルテン/水 2.0/18.0 栄養素 30.0％

130 グルテン/水 1.0/19.0 栄養素 30.0％

※ アルギン酸ナトリウム (44.4％), グルコノデルタラクトン (40.5％), 第二リン酸ナトリウム (13.3％), ピロリン
酸ナトリウム (1.8％) を混合したもの.



要であることから, 今回は海水中安定性評価の基準

として用いた.

なお, 他のサンプルは100℃の温度でプレス成形

したものである.

２－３ 試験条件および方法

サビキカゴに入れたサンプルを海水と同じ3.5wt％

塩化ナトリウム水溶液1,000ml中に浸漬し, 20℃,

100rpmの条件で, アワビが餌料を摂食すると想定し

ている96時間撹拌した. 試験終了後, サンプルを

50℃で一晩真空乾燥した.

なお, 崩壊試験では試験開始前後にサンプルを

50℃で24時間真空乾燥した.

２－４ 評価方法

試験後のサンプルの形状を目視観察し, 形状が崩

れていない保形性の高いサンプルほど海水中安定性

が高いと評価した.

また, 高い保形性を示したサンプルにおいては,

試験前のサンプル重量と試験後の同重量を測定し,

算出した重量保持率 (試験後の重量/試験前の重量)

が高いサンプルほど海水中安定性が高いと評価した.

なお, 重量は真空乾燥後に秤量した.

３ 実験結果および考察

３－１ 予備崩壊試験

３－１－１ 試験結果

予備崩壊試験の結果を表３に示す.

目視観察の結果, サンプル間で試験後の保形性に

明らかな違いが確認された. 一方, 保形性が高いサ

ンプルの重量保持率の結果では, いずれも60％を超

える高い保持率を示していた.

３－１－２ 考察

No.１の結果は, 小麦デンプンのみでも海水中安

定性が高いことを示しており, 小麦デンプン単独で

もバインダーとなり得ることが示唆された.

また, No.11, No.12およびNo.16はバインダーに

硬化剤として期待される素材 (タンニン, クエン酸)

を添加した場合の効果を確認したものであるが, バ

インダー単体の結果と比較すると, いずれも海水中

安定性が劇的に改善されるものではなかった.

さらに, 海水中安定性が高いNo.３とNo.24を組

み合わせたNo.27も高い海水中安定性を示したが,

同安定性が劇的に向上するものではなかった.

これらの状況を加味し, バインダー候補を小麦デ

ンプン, CMC, PVA (RS-4104), グルテン, カゼ
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表３ 予備崩壊試験結果

№ バインダー 目視観察
重量
保持率
(％)

№ バインダー 目視観察
重量
保持率
(％)

１ 小麦デンプンのみ 良 74.36 16 キトサン/クエン酸 良 80.04

２ HPMC 良 66.38 17 グルコマンナン 完全崩壊 －

３ CMC 良 81.21 18 グルコマンナン/水酸化カルシウム 良 74.98

４ PVA (RS-4104) 良 79.46 19 カラギーナン 良 69.27

５ PVA (PVA-505) 良 63.78 20 カラギーナン/塩化カルシウム 良 68.52

６ 生分解性プラスチック 一部崩壊 － 21 アルギン酸ナトリウム 良 69.65

７ タンニン 一部崩壊 － 22 アルギン酸ナトリウム/塩化カルシウム 完全崩壊 －

８ グルテン 良 85.95 23 タラガム 一部崩壊 －

９ グルテン/タンニン 一部崩壊 － 24 グアーガム 良 70.50

10 カゼイン 良 82.23 25 グルコマンナン/水酸化カルシウム+カラギーナン 一部崩壊 －

11 カゼイン/タンニン 良 83.27 26 グルテン/タンニン+カゼイン/タンニン 一部崩壊 －

12 カゼイン/クエン酸 良 78.18 27 CMC+グアーガム 良 74.51

13 LMペクチン 良 75.48 28 CMC+アルギン酸ナトリウム/塩化カルシウム 完全崩壊 －

14 LMペクチン/塩化カルシウム 一部崩壊 － 29 CMC+グルコマンナン/水酸化カルシウム 完全崩壊 －

15 キトサン 良 82.33 30 グルテン/タンニン+アルギン酸ナトリウム/塩化カルシウム 一部崩壊 －



イン, LMペクチン, キトサン, グルコマンナン・

水酸化カルシウム, アルギン酸ナトリウムおよびグ

アーガムの10種類に絞った.

３－２ 崩壊試験

３－２－１ 試験結果

崩壊試験の結果を表４に示す. また, 調製前から

試験後までのサンプル形状の抜粋を表５に示す.
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表４ 崩壊試験結果

№ バインダー 目視観察
重量
保持率
(％)

№ バインダー 目視観察
重量
保持率
(％)

101 なし [比較サンプル] 完全崩壊 － 116 グルコマンナン/水酸化カルシウム/水 完全崩壊 －

102 なし [基準サンプル] 良 74.10 117 アルギン酸ナトリウム (３％水)/水 完全崩壊 －

103 PVA (RS-4104 14％水) 完全崩壊 － 118 グルテン/水 (2.9/25.7) 良 80.62

104 PVA (RS-4104 ８％水) 一部崩壊 － 119 グルテン/水 (2.9/25.7) 良 76.26

105 アルギン酸ナトリウム (３％水) 完全崩壊 － 120 グルテン/水 (2.3/26.3) 良 77.78

106 グアーガム (2.0％水) 完全崩壊 － 121 グルテン/水 (1.4/27.1) 一部崩壊 －

107 グアーガム (0.5％水) 完全崩壊 － 122 グルテン/水 (0.9/27.7) 一部崩壊 －

108 小麦デンプン/水 完全崩壊 － 123 グルテン/水 (0.3/28.3) 一部崩壊 －

109 小麦デンプン/塩化カルシウム/水 完全崩壊 － 124 水 一部崩壊 －

110 アルギン酸混合物/水 完全崩壊 － 125 なし 完全崩壊 －

111 CMC/水 完全崩壊 － 126 グルテン/水 (6.0/ 4.0) 完全崩壊 －

112 グルテン/水 良 75.83 127 グルテン/水 (6.0/14.0) 完全崩壊 －

113 カゼイン/水 完全崩壊 － 128 グルテン/水 (3.0/17.0) 完全崩壊 －

114 LMペクチン/水 完全崩壊 － 129 グルテン/水 (2.0/18.0) 完全崩壊 －

115 キトサン/水 完全崩壊 － 130 グルテン/水 (1.0/19.0) 完全崩壊 －

表５ 餌料及びサンプル形状

サンプル

海水中安定性の基準 保形性が高いサンプルの例 サンプル崩壊例

№102
混錬品(バインダーなし)

№118
グルテン (2.9％)/水 (25.7％)

№107
グアーガム (0.5％水)

調整前

試験前

試験後



No.101～No.118はバインダーの種類と配合割合

を変えて試作した18サンプルの結果を示している.

このことから, いずれもグルテンをバインダーとす

るNo.112およびNo.118のみ保形性が高く, 基準サ

ンプルであるNo.102と比べても遜色がないほど高

い重量保持率を有することが分かる.

また, No.119～No.124は前出の結果が良好であっ

たグルテンをバインダーに用い, その配合割合を変

えて試作した６サンプルの結果を示している. この

ことから, No.119およびNo.120が高い保形性と70

％を超える高い重量保持率を示す一方, No.121～

No.124の保形性が低いことが分かる.

さらに, No.125～No.130は栄養素の混合率を基

準サンプルと同じ30.0％に増量して試作した６サン

プルの結果を示しているが, いずれのサンプルも完

全崩壊する結果となった.

３－２－２ 考察

スクリーニングした10種類のバインダーの中では

グルテンがバインダーに最も適しており, その配合

割合の下限値は1.4％～2.3％の範囲にあることが示

された. また, グルテンの配合割合を2.3％から2.9

％に増量しても海水中安定性に影響を与えないこと

が示された.

さらに, No.125～No.130 (栄養素の混合率30.0％)

の結果とNo.119～No.124 (栄養素の混合率14.3％)

の結果を比較すると, 栄養素の混合率は30.0％より

も14.3％の方が保形性が高く, この傾向はバインダー

であるグルテンの配合割合を高くしても改善されな

いことから, 栄養素の混合率は比較的低い方が海水

中安定性が高いことが示唆された.

４ まとめ

溶出試験機を用いた餌料の崩壊試験を実施し, ア

ワビ飼育用の人工餌料の素材をつなぐバインダーの

役割を果たす食品素材としては, グルテンが適して

いることを把握した. また, その配合割合の下限値

は2.3％程度であることが示唆された.

さらに, 栄養素の混合率は14.3％程度と比較的低

い方が, 海水中安定性が高いことが把握できた.

今後は, この人工餌料を用いてアワビの成長評価

試験を行うとともに, 人工餌料に含有する栄養素の

増量方法について検討する必要がある.
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１ はじめに

レアメタルやレアアースは ｢産業のビタミン｣ と

称され, 少量ではあるが携帯電話, パソコン等の電

子機器や電池等の部品に広く利用されており, 日本

の産業に必要不可欠な元素である. しかし, 日本国

内ではほとんど産出されず外国からの輸入に頼って

おり, 資源の枯渇や産出国による資源の囲い込み等

が大きな課題となっている.

当県には, インジウム (In), ガリウム (Ga) お

よびセレン (Se) 等のレアメタル及び銅 (Cu) を

含む光吸収層 (CIS膜) を有するCIS系薄膜型太陽

電池パネルの生産工場が立地している. CIS系薄膜

型太陽電池パネルの一般的な構造は, 図１に示すと

おり, 基板ガラス上に, 厚さ数μmの薄膜層が形成

された構造となっている. 携帯電話等の小型家電に

限らず, このような太陽電池パネルからのレアメタ

ルのリサイクル技術も求められているが, CIS系薄

膜型太陽電池パネルに含まれるInとGaはいずれも

第13族の典型金属元素であることから, 両者の性質

が類似しているため, 分離回収が難しいという課題

がある.

本報では, 操作が簡便でコストが低い硫化物沈殿

法によるInとGaの分離について検討した. 沈殿分

離法のひとつである硫化物沈殿法は金属硫化物沈殿

の生成するpH域が金属イオンの種類により異なる

性質を利用し, 異種金属を選択的に分離する手法で

あり１), めっき廃液に含まれるニッケル等の分離回

収技術に関する研究２)などが行われている. しかし,

CIS系薄膜型太陽電池パネルに含まれるInやGaの分

離回収を目的として硫化物沈殿法を利用した例は見

あたらないことから, 本報において検討した結果を

報告する.

51

平成24年度 [2012] №57
宮崎県工業技術センター・宮崎県食品開発センター研究報告

薄膜型太陽電池パネルに含まれるレアメタルの回収技術の開発
－沈殿分離法によるインジウムとガリウムの選択分離－

竹田 智和＊１・小玉 誠＊２・落合 克紀＊１・久木� 雅人＊１

Recovery of Rare Metals from Thin-film-type Solar Cells
－Selective Separation of Indium and Gallium by Precipitation Method－

Tomokazu TAKEDA, Makoto KODAMA, Katsunori OCHIAI and Masato KUKIZAKI

CIS系薄膜型太陽電池パネルのリサイクルを目的として,In, GaおよびCuを含む３元素系モデル溶液を用

いた硫化物沈殿法によるInとGaの選択分離条件の検討を行った. その結果, pHを0.5に調整した溶液にNaHS

溶液を添加し, 脱銅処理したろ液のpHを2.0に調整することにより, InとGaの比率が99：１の高純度で分離

できることを明らかにした.

キーワード：レアメタル, インジウム, 沈殿分離, 硫化物, 薄膜型太陽電池

＊� 資源環境部
＊� 資源環境部 (現 宮崎県環境森林部環境管理課)

図１ CIS系薄膜型太陽電池パネルの構造

�������������������������������������



２ 実験方法

２－１ 硫化剤の種類の検討

pHを1.0, 1.5, 2.0, 2.5, 3.0に調整したHCl溶液に

InCl３ (Alfa Aesar社) を溶解させ, Inイオン濃度

が1000 mg/lのモデル溶液 (100 ml) を調製した.

硫化剤はNa２S (和光純薬工業㈱) とNaHS･nH２O

(和光純薬工業㈱) の２種類を用いて, モデル溶液

にNa２Sは0.14 g, NaHS・nH２Oは0.16 gをそれぞれ

添加した. 生成した沈殿物を孔径0.2 μmのPTFE

製メンブレンフィルターでろ過し, ろ液のpHを測

定後, ろ液中に含まれるInイオン濃度を高周波誘導

結合プラズマ発光分光分析装置 (ICP) (㈱島津製

作所, ICPS-7510) により定量した. 沈殿生成率���は次式により評価した.�� ���������� ���� �
ここで, ����および�は, それぞれ初期および硫
化剤添加後のInイオン濃度 (mg/l) である.

２－２ 単一金属イオン溶液からの沈殿分離

pHを0.5, 1.0, 1.5, 2.0, 2.5, 3.0 に調整したHCl溶

液にInCl３, GaCl３ (和光純薬工業㈱), CuCl２･

2H２O (和光純薬工業㈱) をそれぞれ溶解させ, 濃

度が1000 mg/lの単一金属イオン溶液を調製した.

溶液にNaHS･nH２Oを0.16 g添加し, 生成した沈殿

物を0.2 μmのPTFE製メンブレンフィルターでろ

過し, ろ液のpHを測定後, ろ液中に含まれる金属

イオン濃度をICPにより定量し, 沈殿生成率 ���
を求めた.

２－３ 三成分系金属イオン溶液 (��������) か
らの��と��の選択分離

各金属イオン濃度が1000 mg/lのInCl３, GaCl３お

よびCuCl２の三成分系金属イオン溶液を調製し, こ

れらの金属イオンの相互分離を行った. 図２に分離

のフローを示す. まず, 溶液のpHを0.5に調整した

後, NaHS･nH２O溶液 (200 g/l) を添加して硫化

銅 (CuS) を沈殿させ, これを0.2 μmのPTFE製メ

ンブレンフィルターでろ過し, ろ液中に含まれる金

属イオン濃度をICPにより定量分析を行った. 次に,

ろ液のpHを2.0に調整して, 再度NaHS･nH２O溶液

(200g/l) を添加し, 硫化インジウム (In２S３) を沈

殿させ, 0.2 μmのPTFE製メンブレンフィルター

でろ過し, ろ液中に含まれる金属イオン濃度をICP

により定量分析を行った. ろ別したIn２S３は, 110

℃で乾燥させ, 100 mgを王水50 mlで溶解させ, 溶

液中の金属イオン濃度をICPで定量することにより

Inの純度を求めた.

３ 結果および考察

３－１ 硫化剤の種類の検討

図３に硫化剤添加後の溶液のpHとInの沈殿生成

率の関係を示す.

pHが２前後の酸性域では, InはIn２S３として沈殿

し, pHが中性から弱アルカリ性域になるとIn２S３と

In(OH)３の双方が沈殿した. このとき, 次式によ

り沈殿物が生成すると考えられる.

2In３++3S２－→In２S３ �
In３++3OH－→In(OH)３ �
次に, 沈殿物生成前後の溶液pH変化を調べた結

果, Na２Sは加水分解の作用により, 溶液がアルカ

リ性側にシフトした. このことからNa２Sを添加し

た場合, 溶液のpH変動が大きく制御が難しいと判

断された. これに対して, NaHSを添加した場合は,

わずかに酸性側にシフトした. このため, 以後の実

験では, 硫化剤としてNaHSを使用することにした.
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３－２ 単一金属イオン溶液からの沈殿分離

図４に単一金属イオン溶液におけるNaHS添加後

の溶液のpHと各金属イオンの沈殿生成率の関係を

示す. InはpHが0.5を越えると, 沈殿が生成し始め,

pHが約1.7以上でほぼ完全に沈殿した. Gaについて

は, pHが約2.5より高いときに沈殿が生成し始めた.

この実験条件では硫化ガリウム (Ga２S３) は生成し

ないため, 沈殿物は水酸化物と考えられる. 一方,

Cuは本実験のpH域においてCuSとしてほぼ完全に

沈殿した. 以上の結果から, pH0.5でCuのみを, pH

約2.0でInとGaを相互分離できる可能性が示された.

３－３ 三成分系金属イオン溶液 (��������) か
らの��と��の選択分離

溶液のpHを0.5に調整しNaHS･nH２O溶液を添加

することにより, CuがCuSとしてほぼ完全に沈殿

し, InとGaは沈殿していないことを確認した.

また, CuSを分離後のろ液 (InとGaの二成分溶

液) のpHを2.0に調整し, 再度NaHS･nH２O溶液を

添加するとInがIn２S３として沈殿し, Gaは沈殿して

いないことを確認した. ろ液中のInイオン濃度から

Inの回収率を求めたところ約97％であり, 回収した

In２S３の王水による湿式分析での結果, 回収物中の

In純度は99％であり, 高純度のInを回収できること

が分かった.

４ まとめ

CIS系薄膜型太陽電池パネルのリサイクルを目的

として, 硫化物沈殿法を用いたInとGaの分離回収

の検討を行った. その結果, 溶液のpHを調整後,

硫化剤 (NaHS) を添加することにより, In, Ga,

Cuをそれぞれ単独で分離できることを明らかにし

た. 今後, 実際のCIS系薄膜型太陽電池パネルから

In回収について検討する予定である.
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図３ In溶液のpHと沈殿生成率の関係

図４ 単一金属溶液のpHと沈殿生成率の関係
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１ はじめに

排水の ｢色｣ については水質関連法令の規制はな

いが, 微生物を用いて色素成分を容易に分解できな

いため, 排水の効率的な脱色技術が求められてい

る１-３). 排水に含まれる有色物質の多くは, 活性汚

泥法などの生物的排水処理では分解できず, 物理化

学的処理を必要とする場合が多い. 代表的な脱色処

理技術としてオゾン処理が知られている. オゾンは

強力な酸化力を持ち, 殺菌や有害有機物の酸化分解

などに用いられている. 一方, 排水中の有色物質と

オゾンを反応させるには, オゾンガスを水に溶解さ

せる必要があるが, オゾンは水に溶けにくく, 従来

の溶解法ではオゾンの利用効率は低い. このような

課題が, 処理コストの上昇を招き, オゾンによる排

水脱色技術の普及を妨げている.

著者らは, これまでにシラス多孔質ガラス

(SPG) 膜を用いたマイクロバブル生成技術４-５)を開

発してきた. このマイクロバブルにオゾンを内包す

ることにより気／液界面積が増大するため, 水への

オゾン溶解速度の向上が期待できる.

本研究では, オゾンマイクロバブルを用いて, 食

品工場から排出される有色排水を効率的に脱色する

技術を見出した. また, オゾンマイクロバブルを用

いた排水脱色の機構を解明するために, オゾンと色

素成分の酸化反応を詳細に調べたので報告する.

２ 実験方法

２－１ 試験排水

有色排水は, 高濃度有機系排水をメタン発酵した

後, 膜分離活性汚泥法により処理したメタン発酵消

化液 (以下, 消化液) を用いた.

２－２ オゾンマイクロバブルによる消化液の脱色

試験

オゾン脱色試験は, 図１の連続式実験装置を用い

て行った. 消化液は, ポンプにより50 ml/minの速

度で膜モジュールを介して反応槽 (容積：120 ml)

に送液した. オゾンガスは, 酸素ガスを原料として

オゾンガス発生器 (エコデザイン㈱製, ED-0G-R4)

により生成し, 散気管としてのSPG膜 (エス・ピー・

ジーテクノ㈱製, 孔径：3.1, 5.1, 10.0 μm) を組

み込んだ膜モジュール (図２) を用いた. オゾンガ

スは膜の外側から内側の消化液に対して 50 ml/min

の流速で供給し, マイクロバブルを生成した. 反応
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後は気液分離槽により分離した. 実験では, オゾン

ガス流量および濃度, 排水の流量を変化させて排水

の脱色を行った. オゾン濃度は, オゾンガス濃度計

(荏原実業㈱製, EG-600) およびオゾン水濃度計

(荏原実業㈱製, EL-600) により測定した.

脱色率は, 処理前後の消化液の着色度を濁度・色

度計 (日本電色工業㈱製, NDR-2000) を用いて測

定し, 初期吸光度に対する処理液の吸光度減少値の

百分率として, 下式により求めた.

脱色率 [％]� ������ ������：初期着色度�：処理後着色度
２－３ 消化液脱色時の溶存オゾン濃度の経時変化

測定

消化液脱色の経時変化測定には消化液を循環させ

ながらオゾンガスを連続供給する半回分式実験装置

(図３) を用いた. 消化液はウォーターバスにより

30℃に調整し, １Lを300 ml/minの速度で循環させ

た. オゾンガスは, 濃度を107g/�一定とし, ガス
流速が30 ml/minの速度で, オゾンガスを膜モジュー

ル (孔径 3.1μm) に供給し, 消化液にマイクロバ

ブルを供給した.

脱色の評価は, 液流路内に設置した分光光度計に

より, 消化液の有色成分の吸収波長であるλ＝370

nmおよび450 nmにおける吸光度を経時的に測定す

ることにより行った. 消化液の溶存オゾン濃度はオ

ゾンの吸収波長であるλ＝254 nmの吸光度を測定

し, 消化液由来の吸光度を除去して算出した.

３ 結果および考察

３－１ オゾンマイクロバブルによる消化液の脱色

処理

連続式実験装置を用いて, SPG膜の孔径やオゾ

ン供給量を変化させることにより, 消化液の脱色処

理の試験を行った. 消化液の脱色率とオゾン供給量

および散気管孔径の関係を図４に示す. オゾン供給

量を多くするほど, また, SPG膜の孔径を小さく

するほど, 脱色率が増大した. 膜の孔径はバブルサ

イズと関連し, バブルサイズが小さいほどオゾンの

溶解効率が高まる. このことから, オゾンによる消

化液の脱色が可能であり, オゾンガス濃度を高める

ことにより脱色率を向上できることがわかった. オ

ゾン供給量と脱色率の関係については, オゾンガス

として供給したオゾンが水に溶解し, 水中の色素成

分と反応して脱色するのであれば, 比例関係になる

と考えられる. しかしながら, 後述するように, 脱

色反応は気／液界面で起こっていることが示唆され

ることから, 単純な比例関係にはならないと推察さ
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図１ 回分式実験装置の概念図

図２ SPG散気管モジュール (断面図)

図３ 半回分式実験装置の概念図



れる. 次に, オゾン消費率と全有機性炭素 (TOC)

を図５に示す. 排ガスのオゾン濃度は, 導入したオ

ゾンガスの7.7～13％と非常に低く, 約90％が消費

されていた. TOCは処理前に53 mg/Lであり, 処理

後もほとんど変化がなかった. さらに, 処理前後の

消化液について, 溶存成分の分子量分布をゲルろ過

クロマトグラフィーにより分析したところ, 消化液

中に含まれる高分子の分解 (低分子化) などの変化

は確認できなかった. また, 空間処理速度を10 h-１

以上として高速処理を行った場合においても, オゾ

ン供給量を一定とすれば, 安定した脱色処理が可能

であった. これらのことから, 消化液が含有する様々

な成分のうち, オゾンとの反応速度は, 色素成分の脱

色反応が他成分の酸化反応に比べて優先的に行われ,

結果として脱色反応が効率的に進むと推測された.

３－２ 消化液脱色時の溶存オゾン濃度の経時変化

消化液をオゾンマイクロバブルで脱色処理した時

の吸光度と溶存オゾン濃度および, 同条件での蒸留

水の溶存オゾン濃度の経時変化を図６に示す. 消化

液の吸光度は, オゾンバブリング開始後速やかに減

少し脱色が進行した. また, 比較のために測定した

蒸留水の溶存オゾン濃度が増加を開始する時間は,

消化液の脱色開始時間と一致していたのに対し, 消

化液の溶存オゾン濃度は, 吸光度が減少している脱

色期間は増加せず, 吸光度の減少がほぼ収まった時

点から増加が開始した. このことから, 液中に供給

したオゾンは色素成分との脱色反応に速やかに消費

されることがわかった.
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図４ 消化液の脱色率とオゾン供給量
および散気管孔径の関係

図５ オゾンガス濃度がオゾン消費率
とTOCに及ぼす影響

図６ 溶存オゾン濃度と脱色の経時変化



３－３ 脱色速度の温度依存性

蒸留水へのオゾン溶解速度を測定したところ, 液

温の上昇に伴い溶解速度は減少した. 一方, 消化液

の温度を13, 20, 30, 35℃と変化させ, オゾンマイ

クロバブル処理を行ったところ, 脱色速度に変化は

なかった. もし, 消化液の色素成分が液中に溶解し

た溶存オゾンと反応して脱色するのであれば, 液温

の上昇に伴い脱色速度は変化すると考えられる. し

かしながら, 液温に関わらず脱色速度が一定であっ

たことから, 消化液のオゾンバブリングによる脱色

はバブルの気／液界面近傍で起こっていることが示

唆された.

以上の結果を基に, 予想される脱色反応の概念図

を図７に示す. 消化液中の色素成分であるフミン酸

は, 界面活性能を有することが知られているため６-７),

気泡表面に吸着しやすい. したがって, 膜の細孔か

ら生成した気泡の表面にフミン酸分子が吸着し, オ

ゾン分子とフミン酸が気泡表面で直ちに酸化反応し,

脱色すると考えられる. すなわち, フミン酸のよう

な界面活性能を有する色素成分を含む有色排水を脱

色する場合, 気泡サイズを小さくし, 気泡表面積を

増大させることで, 脱色速度を高めることができる

と考えられる.

一方, 気／液界面近傍での脱色反応が律速であれ

ば, 気泡表面吸着量と脱色率は比例関係になると予

想されるが, 図４の結果に示すとおり, 単純な比例

関係ではなかった. この要因として, 脱色の過程で

フミン酸が分解し, これの界面活性能が低下してバ

ブルの粗大化や合一化が考えられるが, 今後, 反応

機構を解明するための詳細な検討が必要である.

４ まとめ

１) オゾンガスのバブリングに用いるSPG膜の孔

径を小さくするほど, オゾンの溶解効率が高まり,

消化液の脱色率を向上させることができた. また,

このときのオゾン消費率は約90％と高かった.

２) オゾンマイクロバブル処理における色素成分と

オゾンとの酸化反応は, バブルの気／液界面近傍

で起こっていることが示唆された. このことから,

バブル径を小さくし, 気／液界面を増大させるこ

とで, オゾン脱色反応が促進されることが期待で

きる.
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１ はじめに

アワビなどの海産動物は, 全国各地で種苗生産お

よび養殖がなされており, 餌として現地周辺で採取

した海藻を与える場合もあるが, 冬場など海藻が確

保し難い時期は, 配合飼料や乾燥した海藻を併用し

て飼育されている. しかし, これらの配合飼料等は

乾燥固形状で保存性は良いものの, 海上飼育の場合

は波の影響で, また, 図１に示す陸上飼育の場合は

海水中に入れると時間の

経過とともに膨潤して崩

壊することが最大の課題

である. 飼料が崩壊し海

水中に逸散すると, 給餌

効率が悪化し生産コスト

高となるほか, 閉鎖的な

陸上飼育の場合は水質悪化につながり, 飼育アワビ

などの成長や生残に影響を及ぼす場合がある.

そこで, 本事業では海水中安定性が高い新しいア

ワビ飼育用の人工餌料の開発を目的とした. その中

で, 当センターでは同餌料の海水中安定性を評価す

るための餌料崩壊試験を実施し, 各種食品素材等の

中から餌料素材をつなぐバインダーの役割を果たす

もの (以下 ｢バインダー｣) とその配合割合につい

て探索した.

まず, 食品素材の中から30種類のバインダー候補

を選び, 予備崩壊試験を行うことにより, バインダー

候補を10種類スクリーニングした.

さらに, この10種類のバインダー候補で崩壊試験

を実施することにより, 人工餌料に適したバインダー,

その配合割合の下限値および栄養素の混合率を検討

した.

２ 実験方法

２－１ 試験装置

試験装置は図２に示す溶出試験機 (富山産業㈱

NTR-6100) を, サンプルを入れる容器はサビキカ
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アワビ飼育用人工餌料の素材の探索＊

平山 国浩＊１・�山 真吾＊２・黒木 泰至＊３・荒殿 剛＊４

Search of Artificial Bait Materials for Cultivating Abalones

Kunihiro HIRAYAMA , Shingo HAMAYAMA , Hiroyuki KUROKI and Go ARADONO

アワビなど海産動物の種苗生産及び養殖に使用されている配合飼料等は海水中で崩壊しやすく, 生産コス

ト高や水質悪化をまねいている. そこで, 海水中安定性が高い新しい人工餌料を開発する目的で, 各種食品

素材等から試作した同餌料の崩壊試験を溶出試験機を用いて実施し, 海水中安定性を評価することにより,

餌料素材をつなぐバインダーの役割を果たす食品素材を探索した. その結果, バインダーとしてはグルテン

が適していることが分かった.

キーワード：アワビ, 餌料, バインダー, 海水中安定性, 崩壊試験

＊ 産学官共同研究推進事業 (受託研究)
＊� 材料開発部
＊� 材料開発部 (現 公益財団法人宮崎県産業振興機構)
＊� 材料開発部 (現 宮崎県衛生環境研究所)
＊� 安井株式会社

図１ 陸上飼育用水槽

図２ 溶出試験機
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１ はじめに

レアメタルやレアアースは ｢産業のビタミン｣ と

称され, 少量ではあるが携帯電話, パソコン等の電

子機器や電池等の部品に広く利用されており, 日本

の産業に必要不可欠な元素である. しかし, 日本国

内ではほとんど産出されず外国からの輸入に頼って

おり, 資源の枯渇や産出国による資源の囲い込み等

が大きな課題となっている.

当県には, インジウム (In), ガリウム (Ga) お

よびセレン (Se) 等のレアメタル及び銅 (Cu) を

含む光吸収層 (CIS膜) を有するCIS系薄膜型太陽

電池パネルの生産工場が立地している. CIS系薄膜

型太陽電池パネルの一般的な構造は, 図１に示すと

おり, 基板ガラス上に, 厚さ数μmの薄膜層が形成

された構造となっている. 携帯電話等の小型家電に

限らず, このような太陽電池パネルからのレアメタ

ルのリサイクル技術も求められているが, CIS系薄

膜型太陽電池パネルに含まれるInとGaはいずれも

第13族の典型金属元素であることから, 両者の性質

が類似しているため, 分離回収が難しいという課題

がある.

本報では, 操作が簡便でコストが低い硫化物沈殿

法によるInとGaの分離について検討した. 沈殿分

離法のひとつである硫化物沈殿法は金属硫化物沈殿

の生成するpH域が金属イオンの種類により異なる

性質を利用し, 異種金属を選択的に分離する手法で

あり１), めっき廃液に含まれるニッケル等の分離回

収技術に関する研究２)などが行われている. しかし,

CIS系薄膜型太陽電池パネルに含まれるInやGaの分

離回収を目的として硫化物沈殿法を利用した例は見

あたらないことから, 本報において検討した結果を

報告する.
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薄膜型太陽電池パネルに含まれるレアメタルの回収技術の開発
－沈殿分離法によるインジウムとガリウムの選択分離－

竹田 智和＊１・小玉 誠＊２・落合 克紀＊１・久木� 雅人＊１

Recovery of Rare Metals from Thin-film-type Solar Cells
－Selective Separation of Indium and Gallium by Precipitation Method－

Tomokazu TAKEDA, Makoto KODAMA, Katsunori OCHIAI and Masato KUKIZAKI

CIS系薄膜型太陽電池パネルのリサイクルを目的として,In, GaおよびCuを含む３元素系モデル溶液を用

いた硫化物沈殿法によるInとGaの選択分離条件の検討を行った. その結果, pHを0.5に調整した溶液にNaHS

溶液を添加し, 脱銅処理したろ液のpHを2.0に調整することにより, InとGaの比率が99：１の高純度で分離

できることを明らかにした.

キーワード：レアメタル, インジウム, 沈殿分離, 硫化物, 薄膜型太陽電池

＊� 資源環境部
＊� 資源環境部 (現 宮崎県環境森林部環境管理課)

図１ CIS系薄膜型太陽電池パネルの構造
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１ はじめに

排水の ｢色｣ については水質関連法令の規制はな

いが, 微生物を用いて色素成分を容易に分解できな

いため, 排水の効率的な脱色技術が求められてい

る１-３). 排水に含まれる有色物質の多くは, 活性汚

泥法などの生物的排水処理では分解できず, 物理化

学的処理を必要とする場合が多い. 代表的な脱色処

理技術としてオゾン処理が知られている. オゾンは

強力な酸化力を持ち, 殺菌や有害有機物の酸化分解

などに用いられている. 一方, 排水中の有色物質と

オゾンを反応させるには, オゾンガスを水に溶解さ

せる必要があるが, オゾンは水に溶けにくく, 従来

の溶解法ではオゾンの利用効率は低い. このような

課題が, 処理コストの上昇を招き, オゾンによる排

水脱色技術の普及を妨げている.

著者らは, これまでにシラス多孔質ガラス

(SPG) 膜を用いたマイクロバブル生成技術４-５)を開

発してきた. このマイクロバブルにオゾンを内包す

ることにより気／液界面積が増大するため, 水への

オゾン溶解速度の向上が期待できる.

本研究では, オゾンマイクロバブルを用いて, 食

品工場から排出される有色排水を効率的に脱色する

技術を見出した. また, オゾンマイクロバブルを用

いた排水脱色の機構を解明するために, オゾンと色

素成分の酸化反応を詳細に調べたので報告する.

２ 実験方法

２－１ 試験排水

有色排水は, 高濃度有機系排水をメタン発酵した

後, 膜分離活性汚泥法により処理したメタン発酵消

化液 (以下, 消化液) を用いた.

２－２ オゾンマイクロバブルによる消化液の脱色

試験

オゾン脱色試験は, 図１の連続式実験装置を用い

て行った. 消化液は, ポンプにより50 ml/minの速

度で膜モジュールを介して反応槽 (容積：120 ml)

に送液した. オゾンガスは, 酸素ガスを原料として

オゾンガス発生器 (エコデザイン㈱製, ED-0G-R4)

により生成し, 散気管としてのSPG膜 (エス・ピー・

ジーテクノ㈱製, 孔径：3.1, 5.1, 10.0 μm) を組

み込んだ膜モジュール (図２) を用いた. オゾンガ

スは膜の外側から内側の消化液に対して 50 ml/min

の流速で供給し, マイクロバブルを生成した. 反応
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オゾンマイクロバブルによる排水脱色とその機構に関する検討
小玉 誠＊１・竹田 智和＊２・落合 克紀＊２・久木� 雅人＊２

Study on the Reaction Mechanism for Wastewater Decoloration
Using Microbubbles Generated from SPG Membranes

Makoto KODAMA, Tomokazu TAKEDA, Katsunori OCHIAI and Masato KUKIZAKI

シラス多孔質ガラス (SPG) 膜から生成したオゾンマイクロバブルをメタン発酵消化液に吹き込み, 脱色

処理の条件を調べるとともに, 脱色反応機構を考察した. その結果､ 膜の孔径を小さくするほど脱色率が増

大した. また, オゾン脱色前後において, 消化液中のTOCや溶存成分の分子量分布に変化がなかったことか

ら, 色素成分に対するオゾン脱色反応は他の成分との反応に比べて優先的に進行することが示唆された. さ

らに, 脱色速度が液温の変化にも影響を受けないことが観察されたほか, 消化液の色素成分であるフミン酸

が界面活性能を有することから, 色素成分とオゾンとの酸化反応は, バブルの表面近傍で起こっていること

が示唆された.

キーワード：オゾン, 脱色, マイクロバブル, SPG

＊� 環境森林部環境管理課
＊� 資源環境部
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１ はじめに

有機塩素化合物, 色素化合物および界面活性剤等

の難分解性物質を含有する工場廃水については, 物

理化学的処理や微生物処理等を経て, さまざま手法

により高度処理されている. その代表的な処理法の

１つにオゾンバブルを用いた酸化分解法が知られて

いる. この手法では廃水にオゾンバブルを吹き込み,

難分解性物質を酸化分解する. オゾン分子は水への

溶解度が著しく低いために, 廃液にオゾンバブルを

吹き込んでもオゾン分子のほとんどは水に溶解する

ことなく直ちにバブルが浮上し, 結果として多量の

廃オゾンガスが発生する. このようにオゾンの利用

効率が低いことから, 大規模な処理設備に基づくイ

ニシャルコストや, オゾンガス発生に必要なランニ

ングコストの増大が課題となっている.

著者らは, 均一な微細孔を有するシラス多孔質ガ

ラス (SPG)１)を散気管として用いることで, サイ

ズの揃ったマイクロバブルを生成する技術を開発し

た１). この手法では, 膜の細孔を介してガスを液相

に圧入することにより細孔径に対応したサイズのマ

イクロバブルを生成することができる.

本研究は, 廃水の高度処理に用いられるオゾン酸

化法の改善を図り, 効率的な難分解性物質の水処理

プロセスを開発することを目的に, SPG膜から生

成されるオゾンマイクロバブルを用いて水中の界面

活性剤の分解試験を行った. また, この結果を, 市

販されている多孔質セラミック膜の結果と比較評価

したので報告する.

２ 実験方法

２－１ 界面活性剤の分解試験

図１に実験装置の概念図を示す. 難分解性物質と

して試薬グレードのドデシルベンゼンスルホン酸ナトリ

ウム (SDBS) を用いた. モデル廃水として500 mg/L

の濃度のSDBS水溶液300 mLをガラスカラムに入

れ, カラムの底部に膜モジュールを配置した. 酸素

ガスを放電法により生成したオゾンガスを膜の細孔

に圧入し, 水溶液中にオゾンバブルを生成させた.

オゾンガス濃度とガス流速は, それぞれ110 g/�お
よび20 mL/min一定に設定した. 膜は, 平均孔径

が５, 10, 20 μmのSPG膜 (エス・ピー・ジーテク
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オゾンマイクロバブルによる界面活性物質の
分解における多孔膜の性能比較＊

久木� 雅人＊１・星野 義郎＊２

Comparison of the Membrane Performance in Degradation of Surfactants in Aqueous Solutions
by Ozone Microbubbles Generated from Bubble Spargers

Masato KUKIZAKI and Yoshiro HOSHINO

シラス多孔質ガラス (SPG) 膜と多孔質セラミック膜の双方を用いてオゾンバブルを生成させ, 水中のア

ニオン性界面活性剤の分解特性を比較評価した. その結果, SPG膜はセラミック膜よりも分解速度が最大で

約５倍高い値となった. また, SPG膜の孔径が小さいほど, これより生成する気泡径も小さくなり, 界面活

性剤の分解速度が上昇した. SPG膜をオゾン散気管に用いることにより, 界面活性剤含有廃水の処理設備に

おけるイニシャルとランニングコストの低減が期待できる.

キーワード：オゾン, マイクロバブル, シラス多孔質ガラス (SPG) 膜, 多孔質セラミック膜,

界面活性剤

＊� 資源環境部
＊� 株式会社キヨモトテックイチ
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１ はじめに

国内外の生活者の意識や消費者ニーズが多様化す

る現代において, 多種多様なマーケットニーズに柔

軟に対応するために, ものづくりや新商品開発にお

けるマーケティングやデザインコンサルティングの

重要性が認識されている.

このような背景を受け, 公設試におけるデザイン

支援がより重要な時代となっている.

宮崎県工業技術センターで実施した商品開発とデ

ザイン支援 (商標・ブランド・デザインコンサルティ

ング) を紹介し, 宮崎におけるデザイン活用やデザ

イン開発プロジェクトにおける成果事例について報

告する. あわせて, 宮崎県新産業創出デザイン研究

会活動及び研究会講師と連携したデザイン支援を紹

介する. これらの支援を通して, 宮崎における成功

するために必要なデザイン開発要素について分析考

察する.

２ デザイン支援方法

２－１ 新産業創出デザイン研究会活動

デザイン研究会は平成12年度新設以来, 宮崎県内

企業への産業デザイン振興とデザイン支援を目的に,

グッドデザイン審査委員はじめ著名なデザイナーな

ど, 多くのデザイン関連講師を招き, デザイン講演

会やデザイン相談会・企業訪問指導などの支援活動

を過去14年間で計68回 (25年度７回開催) 実施した.

その活動では, グッドデザイン賞受賞を意図した

企業指導や宮崎県内企業のデザイン開発力向上のた

めの実践的な研究テーマ選定, デザインコンペ審査

会支援, 成功するための商品開発・デザインマイン

ド向上のためのデザインセミナーなど, 宮崎に必要

とされるデザイン要素や先進的なデザイン実践事例

を考察し, 本県のデザイン関連企業等に役立つデザ

イン研究会の企画運営を試みた.

２－２ 県内企業等へのデザイン支援方法

支援方法の１つとして, デザインテーマを設定し

たプロジェクトに取り組んだ. エコデザイン・ユニ

バーサルデザイン・ブランドデザイン・グッドデザ

インなど宮崎における産業デザイン振興に必要不可

欠なデザインテーマを設定し, デザインネットワー

ク構築や公設試デザイン分科会メンバーとの情報交

流・連携協力を基に, 商品開発デザインプロジェク

ト事業等のデザイン活動支援に取り組んだ.

また, 第２の手法として, 地域性を活かしたブラ

ンディングにも取り組んだ. 地域資源等を活用した

地場産業育成を目指し, 木工家具・工芸産業・食品
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宮崎における商品開発とブランドデザイン支援
鳥田 和彦＊１・川添 康正＊１・関屋 千草＊１

Design Support in Product Development and Brand Design in Miyazaki

Kazuhiko TORITA, Yasumasa KAWASOE and Chigusa SEKIYA

宮崎における商品開発とデザイン支援に取り組む基盤として, 宮崎県新産業創出デザイン研究会事業を過

去14年間で計68回 (25年度７回開催) 実施した. 宮崎県内の地域資源等を活用した地場産業育成, 木工家具・

工芸産業・食品関連産業など多様な産業分野のデザイン導入に役立つこと. あわせて, 新商品開発のための

デザインコンサルティングやデザインプロモーションの可能性を高めるデザイン開発手法の確立と宮崎にお

ける成功するためのデザイン支援に貢献することを目標とした.

キーワード：商品開発, ブランド, デザイン, 感性マーケティング, デザインコンサルティング

＊� 企画・デザイン部



関連産業などの新商品開発のためのデザインコンサ

ルティングに取り組んだ. また, 宮崎におけるデザ

インプロモーションの可能性を高めるデザイン支援

手法の確立を目指した. その一環として, 農林水産

地域資源を活用した ｢食の六次化｣ 事業支援をモデ

ルに商標活用とブランドデザイン戦略創出を意図し

たデザイン支援を試みた.

本報では, 商品開発とブランディングのためのデ

ザイン支援とその成果事例について紹介する.

なお, これらの支援においては論理的で科学的な

感性マーケティングの活用を試みた. これは, 色や

形の合理性や機能性を重視する従来のマーケティン

グ手法を脱し, 美しさや情緒といった消費者の ｢感

性｣ や ｢イメージ｣ を分析評価し, マーケティング

を行うものである. 本質的な質の向上や豊かなセン

スとデザインの向上を目指した. 特に, 感性マーケ

ティングにおけるデザインの役割を明確にするため

に, 宮内１) らの指導を受け ｢９イメージ分類45言

語｣ 分析手法を用いた.

３ 結果および考察

３－１ デザイン支援活動の評価

デザイン研究会活動において目標としたグッドデ

ザインの取り組みにより, ｢Ecoレンガ｣ の2001グッ

ドデザイン賞受賞や, ｢obisugi design｣ の2010グッ

ドデザインアワード日本商工会議所会頭賞受賞など,

グッドデザインの普及推進に貢献できた.

宮崎県物産貿易振興センター ｢み｣ ブランドマー

ク選定運営はじめ行政機関のシンボルマーク審査選

定, ｢宮崎杉を用いた学校家具のデザイン｣ ｢飫肥杉

の木のオルゴール記念デザイン (図１)｣・｢食品加

工グループの商品ブランドデザイン｣ など, 実践的

なブランディングとデザイン研究の成果を新たな商

品開発に役立てることができた. ｢つのつのまんま

る｣ ｢ポレポレ｣ ｢キャビアン｣ ｢日南星/ヒナスター｣

｢元気倍々梅｣ ｢obisugi design｣ 等, 新たな商標登

録やブランド開発などオリジナルな商品開発ブラン

ドデザインの創出に貢献することができた. 次項に

てその事例を紹介する.

３－２ デザイン支援の成果事例

３－２－１ キャビアン化粧品のデザイン開発支援

(商標登録番号 第5410526号)

宮崎産チョウザメのキャビアエキスを使用した化

粧品開発のための市場分析・商品計画・素材のデザ

イン評価を行い, 商品コンセプトを構想した.

｢ＣＡＶｉＥＮキャビアン｣ ブランド商標登録・

県内デザイナー参加型のキャビアンデザインプロジェ

クトにより総合的なデザイン開発を行った.

商品開発デザインセミナー講師 (宮内氏) から感

性マーケティングを活用したイメージ分析評価と商

品開発デザイン指導を受けたことで, 完成度の高い

ブランドやロゴタイプのデザインに取り組むことが

できた. 上品な商品パッケージ (図２) や統一感の

あるカタログ・パンフ, ホームページなどのデザイ

ンが誕生した. 宮崎産キャビアを活用した新たなブ

ランドづくりと新商品開発 (図３) のためにデザイ

ンを役立てることができた.
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図１ 飫肥杉の木のオルゴール記念デザイン

図２ キャビアン化粧品の商品デザイン

飫肥杉オルゴールプロジェクト
日本音楽療法学会宮崎大会メモリアルデザイン



３－２－２ ポレポレ商品開発とブランディング支援

(商標登録番号 第5601404号)

新商品ブランド ｢Pore Poreポレポレ｣ は宮崎県

産の食材を用いたスイーツ分野の経営革新事業 (夢

の実現がコンセプト) にデザインを活用した事例で

ある. ここでも感性マーケティングの考え方を活か

したブランドカラー選定 (オレンジ系) やブランド

マークロゴタイプのデザイン及び商標登録 (図４),

販売促進グッズやＤＭパンフのデザイン, 新店舗デ

ザイン (図５) や移動販売車 (図６) の企画開発な

どのデザイン支援に取り組んだ.

Pore Poreという文字をモチーフに図案化するこ

とでデザインの独創性と商標ブランドの認知性を高

めることができ, 商標登録が可能となった.

ブランドマーク (商標) の活用はユニホームや商

品販促グッズ, カタログ・パンフなど, 幅広い商品

企画開発とデザイン展開に寄与した.

３－２－３ つのつのまんまる：商品開発ブランド支

援 (商標登録番号 第5614466号)

｢つのつのまんまる｣ では, JA尾鈴都農女性部

会有志による地域産農産資源を用いた商品開発のた

めのブランド創出とデザイン支援を試みた.

口蹄疫などの苦難を乗り越える笑顔 ｢まんまる｣

が, グループの願望されたコンセプトであった.

商標ブランドの事前検索等を行い, オリジナルな

商標登録の可能性が高いブランド名称と図案を創作

(図７), 商品ラベルやパッケージ (図８) ユニホー

ム (図９) などの新たなブランド育成に活用した.
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図３ キャビアン化粧品のデザイン開発

図４ ｢ポレポレ Pore Pore｣ ブランドマーク
(商標登録番号5601404号)

図７ ｢つのつのまんまる｣ ブランドマーク
(商標登録番号 第5614466号)

図５ ｢ポレポレ｣ 新店舗 (宮崎駅) のデザイン

図６ ｢ポレポレ｣ 移動販売車のデザイン



素直な都農の風土特性 (自然のおおらかさ・幸の

美味しさ), 商品開発に取組む人々の徳 (素朴な明

るさ温かさ) 等の地域素材を活かし, 笑顔を創る喜

びをデザインコンセプトに設定したことで多くの消

費者や地域の人々に愛される好感度の高いデザイン

が誕生した.

３－３ デザイン開発要素の評価

地域産業や県内企業のデザイン導入のために近年

取り組んだ事例から次のことが考察された. 色や形・

デザイン技術 (スキル) 重視からの脱却, エコデザ

インやユニバーサルデザイン・グッドデザインの活

用, 社会環境問題解決や地域資源の有効活用・地域

ブランド育成推進など, 新たなデザイン価値の創出

を意識したデザイン発想型の開発要素 (図10) の必

要性と時代的変化が認められた. (新たな価値の創

造) (人材・知恵の集合) (デザインプロデュース)

(デザインマインド) (ブランド) (感性マーケティ

ング：イメージの統一) など, 地域産業が成功する

ための商品開発とデザイン支援の考え方やデザイン

プロジェクト育成等のデザイン手法の有効性につい

て確認できた.

４ まとめ

１) デザイン研究会活動はグッドデザイン賞受賞企

業数の倍増はじめ, 宮崎の産業デザイン振興とデ

ザイン支援体制強化に貢献した.

２) デザイン開発プロジェクト事業育成が宮崎にお

ける成功するための商品開発デザイン手法として

有効性の高いことが確認できた.

３) デザイン開発要素 (社会環境等) の変化への対

応, 新たなデザイン発想による商品企画開発とブ

ランディングが地域企業のデザイン支援に必要不

可欠であると考えられた.

４) 地域産業デザイン振興のための商標制度活用と

ブランド創出には他機関とも連携可能な公設試デ

ザイン部門の役割 (図11) とデザイン支援の貢献

度が大きいことが確認できた.

５) 良いデザイン発想と総合的なデザイン支援を行

うことにより宮崎から発信する新たな成功事例や

魅力的な新商品ブランド誕生が期待される.
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図10 デザインプロモーション要素の変化

図８ ｢つのつのまんまる｣ 商品ラベルデザイン

図９ ｢つのつのまんまる｣ ユニホームデザイン

図11 公設試デザイン支援の役割
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１ はじめに

本県では, 加工・業務用向け野菜の出荷量が全国

的に多い品目があり, なかでもホウレンソウは, 平

成23年産に加工向けとして生産出荷されたものの７

割が本県産で１), 平成15年産と比較すると1.5倍と出

荷量が増加傾向にある. 宮崎県食品関連企業実態調

査結果２) によると, 野菜部門において一次加工品

を利用する際, 冷凍形態のニーズは高く, 衛生面や

残渣の処理が必要ない等の理由から今後も利用は増

加すると考えられている. このようななか, 冷凍ホ

ウレンソウの加工に取り組む現場から, 最終製品と

して出荷したもののなかにえぐ味が生じるという事

例が発生した. 県内の冷凍加工施設における加工工

程においては各企業により異なる現状があるなか,

えぐ味のもとと考えられるシュウ酸含有量について,

工程の違いなどにより変化が見られるのか, 宮崎県

冷凍野菜加工事業者連携推進協議会の協力のもと実

態調査を行ったので報告する.

２ 実験方法

２－１ 供試材料

試験には, 平成24年３月から４月の間に, 県内で

冷凍ホウレンソウの加工を行う企業５社の加工施設

で採取したものを供した. その際､ 可能な限り同じ

製造ロットから採取出来るよう, 工程の流れを追い,

原料, ブランチング, 水冷, 脱水, 凍結後の５つの

工程から試料１kgずつを採取し分析に供した.

２－２ 試料の調整および分析方法

採取した原料をフードプロセッサーで磨砕し, 均

一にしたものを試料とした. シュウ酸含量について

は, 乾燥１g当たりの平均値として算出し, 相対比

値として示した. 分析は, 以下の方法で行った.

１) 水分

水分は, 精製ケイ砂を乾燥助剤に用いて, 減圧乾

燥法 (70℃) により恒量を求めた.

２) シュウ酸の定量

水溶性シュウ酸の定量は, 株全体をフードプロセッ

サーで磨砕した試料５gに蒸留水を加え摩砕後, 60

分間超音波で抽出した. 総シュウ酸の定量は, 磨砕

した試料５gに10％塩酸10 ml加え磨砕後, 60分間超

音波で抽出し, 10％水酸化ナトリウム溶液でpHを

２～４に調整した. いずれも蒸留水で100 mlに定容

し, 0.45μmフィルターでろ過した. 抽出液は蒸留

水で適宜希釈を行い, イオンクロマトグラフ (㈱D

IONEX ICS-5000) を用いて, 水溶性シュウ酸, 総

シュウ酸を測定した. また, 総シュウ酸含有量と水

溶性シュウ酸含有量との差を算出し, 不溶性シュウ

酸含有量とした. 分析条件は次のとおりである. カ
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冷凍ホウレンソウの加工条件に伴う成分変化の確認
石井 明子＊１・福山 明子＊２・寺� 三季＊２・柚木崎 千鶴子＊２

Confirmation of the Ingredient Change with the Processing Condition of the Frozen Spinach

Akiko ISHII, Akiko FUKUYAMA, Miki TERASAKI, Chizuko YUKIZAKI

本県で加工される冷凍ホウレンソウの製造条件の違いによる成分変化の確認を行った. その結果, 原料段

階から加工され凍結されるまでの間, 加工工程が進むに従いシュウ酸含有量は減少する傾向が見られた. な

かでも, 加工工程中の水冷回数や加工形態の違いによってシュウ酸の残存率に違いが見られた.

キーワード：ホウレンソウ, 一次加工, シュウ酸

＊� 食品開発部 (現 県立農業大学校)
＊� 食品開発部
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ラム：IonPacAS20 (4.0 mm×250 mm), 移動相：

KOHグラジエント (溶離液ジェネレーター使用),

流量：１mL/min, カラム温度：30℃, 検出器：電

気伝導度検出器.

３ 結果および考察

３－１ 加工工程に伴うシュウ酸含有量の変化

加工施設毎に採取した試料の各工程におけるシュ

ウ酸含有量の変化を図１に示した. 原料搬入から製

品までの工程のなかで, 原料段階, ブランチング処

理後, 水冷後, 脱水後, 凍結後と加工工程が進むに

従いシュウ酸含有量は減少する傾向が見られた. な

かでも, 原料から水冷にかけての工程中に低下する

傾向が見られた.

３－２ 加工方法の違いによるシュウ酸含有量の変

化

搬入された原料は, 工程中にカットされ加工処理

されるバラ凍結のものと, 原料の形状を維持した状

態で加工処理されるホール凍結したものの２つの加

工形態に分かれた. ここで, バラ凍結されたものの

うち, ブランチング処理後の水冷回数が異なる２社

の試料におけるシュウ酸含有量の変化を図２に示し

た (図２). 同じバラ凍結の形態でも, 水冷処理の

回数が２回実施されたものと３回実施されたもので

は, 水冷回数が多い方が残存率が低くなる傾向が見

られた.

３－３ 加工形態の違いによるシュウ酸含有量の変

化

工程中, ブランチング処理後は冷却のため水冷処

理が行われるが, その処理回数はそれぞれの加工施

設で異なる. この水冷処理が同じ場合で, 加工形態

がバラ凍結とホール凍結と異なる２社の試料におけ

るシュウ酸含有量の変化を図３に示した (図３).

工程が同様に行われる場合でも, 加工形態が異なる

と残存率に違いが見られ, ホール凍結の方が残存率

が高い傾向が見られた.
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図１ 加工工程に伴うシュウ酸含有量の変化

図２ 加工方法の違いによるシュウ酸含有量の変化
(上図：水冷回数２回､ 下図：水冷回数３回)



３－４ 加工原料特性によるシュウ酸含有量の変化

今回採取した原料は, 加工用の品種が利用されて

いた. バラ凍結のものでブランチングや水冷処理等

の加工処理が同様に行われた場合, 品種Ａと品種Ｂ

では品種Ｂの方がシュウ酸の残存率が高い傾向が見

られた. この場合, 加工用原料の特性として, 不溶

性シュウ酸の割合が高い傾向が見られた (図４).

４ まとめ

冷凍ホウレンソウの加工施設において実態調査を

行った結果, シュウ酸含有量の変化に次の傾向が見

られることがわかった.

１) 原料段階から製品までの工程の間, 加工工程が

進むに従い減少する傾向が見られた. この原因とし

ては, 水洗により水溶性シュウ酸が溶出し減少する

のではないかと推察された.

２) 水冷回数の増加に伴い, 残存率が低くなる傾向

が見られた. このことから水冷回数が多い方がシュ

ウ酸含有量が低減され, えぐ味の低減に寄与できる

のではないかと推察された.

３) 加工形態がバラ凍結の場合, 残存率が低くなる

傾向が見られた. バラ凍結では細かくカットされる

ことで, シュウ酸を溶出しやすくするのではないか

と推察された.

４) 原料特性として不溶性シュウ酸の割合が高い場

合, 残存率が高くなる傾向が見られた.

５ 参考文献

１) 農林水産省, 平成23年産野菜生産出荷統計

(2013)
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図３ 加工形態の違いによるシュウ酸含有量の変化
(上図：バラ凍結､ 下図：ホール凍結)

図４ 加工原料特性によるシュウ酸含有量の変化



１ はじめに

ヒュウガナツは当県の代表的な特産カンキツであ

り, 加工用としても近年, 用途開発が要望されてい

る. これまでの研究において, ヒュウガナツ果皮を

冷凍保存するには, 70℃でブランチング処理後, 急

速冷凍して凍結保存することでビタミンＣやヘスペ

リジンを保持できることを確認した. 本研究では新

たな利用可能性を探るため, 部位ごとの成分変化を

収穫時期ごとに調査した.

２ 実験方法

２－１ 使用原料および前処理

１月から４月まで１ヶ月ごとに, 亜熱帯作物支場

で露地栽培された果実10

個を供試試料とした. 果

実を剥皮後にフラベド,

アルベド (図１) に分け

急速冷凍し, 一部は凍結

乾燥粉末にした.

果肉はジューサーで絞り, 得られた果汁は急速冷凍

し, 一部は凍結乾燥粉末とした.

２－２ 収穫時期別成分分析

１) 総V.C含量測定

総V.C含量の測定は池ヶ谷１)らの方法を用いた.

凍結した試料を粉砕し, 秤量後, 直ちに５％メタリ

ン酸を加え粉砕した. 定容後0.45��フィルターで
ろ過し, 高速液体クロマトグラフィ (HPLC) 分析

に供し, 還元型V.C (AsA アスコルビン酸) の特

異吸収波長242 nmで検出測定した. 別に抽出液中

の酸化型V.C (DAsA デヒドロアスコルビン酸)

をチオスレイトール (DTT) 溶液で還元してAsA

として測定し総V.Cとした. 表１にHPLCの条件を

示した.
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Ingredient Change for Every Harvest Time of Citrus Tamurana Hort

Akiko FUKUYAMA, Miki TERASAKI, Katsuyoshi TAKAHASHI,
Yasushi MATSUURA and Chizuko YUKIZAKI

当県の特産カンキツであるヒュウガナツについて, フラベド (外果皮), アルベド (中果皮), 果汁に分け

て収穫時期ごとの成分変化について調査した. その結果, 総ビタミンＣ含量 (V.C) はフラベドに最も多く

含まれていた. 有機酸はフラベドにはリンゴ酸が多く, アルベドと果汁にはクエン酸が多く含まれており,

いずれの部位でも収穫後期は減少傾向であった. 主要なフラボノイドはアルベドに最も多く含まれており,

ヘスペリジン, ナリルチンが多く含まれていた. カンキツ類では一般に食用としないアルベドもヒュウガナ

ツでは食するため, 効率的にそれらの成分を摂取できることが示唆された.

キーワード：ヒュウガナツ, 収穫時期, フラボノイド

＊ 日向夏果皮におけるブランチング処理に伴う品質変化
(第�報)

＊� 食品開発部

図１ 柑橘類の構造

表１ V.Cの分析条件

装置
検出器
カラム
カラム温度
移動相
流量

日本分光高速液体クロマトグラフ
MD-980 紫外 (242 nm)
Inertsil ODS-3 (4.6 mm×250 mm)
30℃
１％メタリン酸
1.0 mL/min

��������������������������������������



２) 糖および有機酸含量測定

凍結した試料を粉砕し, 適量の蒸留水を加え摩砕

後定容した. 0.45��フィルターでろ過し, HPLC
分析に供した. 表２, 表３にHPLCの条件を示した.

３) フラボノイド含量測定

フラボノイド含量の測定は野方２)の方法を用いた.

凍結乾燥粉末試料100 mgを蓋付き試験管に取り,

５mLの抽出溶媒 (メタノール：DMSO＝１：１)

を加え往復振とうさせながら室温で一晩抽出した.

その後遠心分離 (3,000 rpm, 10 min) し, 上清を回

収した. 沈殿に１mLの抽出溶媒を加え, 上記条件

で遠心分離し, 上清を回収する操作を２回繰り返し

た. 抽出液を合わせて水で10倍に希釈し, ５mLの

メタノールおよび５mLの10％メタノールでプレコン

ディションしたSep Pak C18カートリッジに添加し

た. カートリッジを10 mLの10％メタノールで洗浄

後, 4.5 mLの溶出液 (メタノール：DMSO＝１：１)

を通し, フラボノイド画分を得た. 抽出液は5.0 mL

に定容し, HPLCの分析サンプルとした. サンプル

はHPLCで分析する前に, 0.45��フィルターでろ
過した.

３ 結果および考察

３－１ 収穫時期別の成分変化

部位ごとの収穫時期別の総V.C含量を測定した.

その結果, 総V.C含量は収穫期間を通じてフラベド

に多く含まれており, ３月をピークに減少傾向であっ

た (図２).

糖含量を測定した結果, いずれの部位にもショ糖,

ブドウ糖, 果糖が含まれていた. フラベド, アルベ

ドでは果糖, ブドウ糖の割合が高く, 果汁ではショ

糖の割合が高かった. その総量は収穫後期において,

フラベドでは減少傾向で, 果汁では増加傾向だった

(図３).

有機酸含量は果汁が最も多かった. その組成はフ

ラベドではリンゴ酸が多く, アルベドと果汁にはク

エン酸が多く含まれており, いずれの部位でも収穫

後期はクエン酸が減少傾向であった (図４). この

結果は果汁の糖含量は, 果実の成熟とともに増加し,

酸含量は減少する報告と一致した３).

フラボノイド含量を測定した結果, フラベドには

ヘスペリジン, ナリルチン, ノビレチン, タンゲレ

チン, ネオポンシリン, ナリンギンが含まれており,

アルベドおよび果汁にはヘスペリジン, ナリルチン,

ネオポンシリンが含まれていた. いずれの部位もヘ

スペリジン, ナリルチンの割合が高かった. アルベ

ドには最も多くのフラボノイドが含まれており, 収

穫後期にフラボノイド含量が高くなる傾向があった

(図５).

ヘスペリジンは様々な健康機能が報告されており,

血圧上昇抑制作用, 抗がん作用, 抗アレルギー作用,

抗炎症作用, 神経保護作用などが認められている４).
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図２ 総V.C.含量

表２ 糖の分析条件

装置
検出器
カラム
カラム温度
移動相
流量

日本分光高速液体クロマトグラフ
示差屈折率
Asahi-pak NH2P-50 (4.6 mm×250 mm)
30℃
75%アセトニトリル溶液
1.0 mL/min

表３ 有機酸の分析条件

装置
検出器
カラム
カラム温度
移動相
流量

日本分光高速液体クロマトグラフ
電気伝導度
Shim-pack SCR-10 (８mm×350 mm)
40℃
p-トルエンスルホン酸
0.8 mL/min

表４ フラボノイドの分析条件

装置
検出器
カラム
カラム温度
移動相
流量
グラジェント

島津高速液体クロマトグラフ LC20AD
フォトダイオードアレイ
LiChrospher100RP-18 (4.0mm×250mm)
40℃
A液：0.01Mリン酸溶液, B液：メタノール
0.6 mL/min
A液70％ (0-55 min)→55％ (95 min)→
０％ (100 min)→０％
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図３ ヒュウガナツの収穫月・部位別糖含量

図４ ヒュウガナツの収穫月・部位別有機酸含量

図５ ヒュウガナツの収穫月・部位別フラボノイド含量



ヒュウガナツはカンキツ類では一般に食用としな

いアルベドも食するため, 効率的にヘスペリジンの

ような機能性成分も摂取できることが示唆された.

また, フラベドにも多くの機能性成分があるため,

機能性食品素材として有効活用することも可能であ

る.

４ まとめ

ヒュウガナツの部位ごとにおける穫時期別の成分

変化について調査した結果, 以下のとおりであった.

１) フラベドにはV.Cが他の部位より多く含まれて

おり, ３月をピークに減少する傾向であった. 糖

および有機酸量は収穫後半に減少した.

２) アルベドにはヘスペリジン, ナリルチン等のフ

ラボノイドが他の部位より多く含まれており, 収

穫後半に高くなる傾向があった. カンキツ類では

一般に食用としないアルベドもヒュウガナツでは

食するため, 効率的に摂取ができることが示唆さ

れた. また, 有機酸含量は収穫後半に減少した.

３) 果汁には有機酸が他の部位より多く含まれてお

り, 収穫後半に減少し, 糖は増加した.

４) 果汁だけでなく果皮にもV.Cやフラボノイドの

機能性成分が含まれており, 素材としての有効利

用が期待できた.

５ 参考文献

１) 池ヶ谷賢次郎, 高柳博次, 阿南豊正, 茶業報71

２) 野方洋一, 近中四農研報５, 19-84 (2005)

３) 工藤康文, 荒木誠士, 上野華子, 熊本県産業技

術センター研究報告№46 (2008)

４) 田中一成, 食品と容器, vol, 54. №11.660-665
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１ はじめに

これまでに焼酎粕やおから等の腐敗しやすい食品

廃棄物を乳酸発酵により保存性を高め, 飼料化する

方法について検討してきた１,２).

県内から多量に排出される焼酎粕には, 酵母菌体

等が含まれているが, 菌体内にあるアミノ酸などが

十分利用されていないと考えられ, これらの栄養成

分を利用することで, 飼料としての価値がさらに高

められる可能性がある.

今回, 焼酎粕の有効利用を目的として, 細胞壁溶

解酵素を用いて焼酎粕中の酵母菌体を破壊し,菌体

内の栄養成分を溶出させる試験を行ったので, その

結果について報告する.

２ 実験方法

２－１ 供試試料

酵母は､ 当センターで分譲している宮崎酵母を用

いた. また,焼酎粕は, 当センターで芋焼酎を試作

した際, 発生したものを－20℃で保存し, 使用した.

細胞壁溶解酵素としては,タカラバイオ㈱製

Yatalase (糸状菌細胞壁溶解酵素) 及びWestase

(酵母細胞壁溶解酵素) の２種類を使用し, 比較の

ため, 代表的なプロトプラスト調製剤として使用さ

れる細胞壁溶解酵素であるキリン協和フーズ㈱製

Zymolyase-100Tも使用した.

２－２ 緩衝液中での細胞壁溶解試験

それぞれの酵素剤に適したpHでの細胞壁溶解作

用を確認するため, 通常プロトプラスト調製用とし

て使用される酵素剤濃度で緩衝液を用いて酵母菌体

の破壊試験を行った. すなわち, YPD培地 (酵母

エキス１％, ペプトン２％, グルコース２％) で２

日間培養 (28℃) した酵母培養液1.5 mlに100

mg/ml Yatalase溶液 (0.25 Mマレイン酸緩衝液pH

5.5) 0.5 ml及び３M硫酸マグネシウム溶液0.5 ml又

は25 mg/ml Westase溶液 (McIlvain緩衝液pH6.0)

0.5 ml及び１M酒石酸ナトリウム0.5 mlを加え, ２,

４, ６時間後に0.2 mlを採取し, 生菌数を測定した.

生菌数の測定は, 適宜希釈したものを0.1 mlずつ

YPD寒天培地 (酵母エキス１％, ペプトン２％,

グルコース２％, 寒天1.5％) に塗抹し, ３日間培

養 (28℃) 後, 生育したコロニーを計数した.

なお､ 比較のため使用したZymolyase-100Tは,

酵母培養液２mlに１mg/mlに調整したものを0.1 ml

加えた.

また, ３種類の酵素の濃度を50 mg/mlに調製し,
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細胞壁溶解酵素を利用した食品廃棄物のリサイクルに関する研究＊

山田 和史＊１・高山 清子＊１・山本 英樹＊１・祝園 秀樹＊１・水谷 政美＊１

Research on Recycling of Food Waste Treated with Digestive Enzymes of Cell Walls

Kazufumi YAMADA, Kiyoko TAKAYAMA, Hideki YAMAMOTO,
Hideki IWIZONO and Masami MIZUTANI

焼酎粕に含まれている酵母菌体等を破壊して菌体内に含まれる栄養成分を利用することを目的として細胞

壁溶解酵素の利用を試みた. その結果, 細胞壁溶解酵素による菌体の破壊は確認できたが, 栄養成分の一つ

である遊離アミノ酸の溶液中への著しい溶出は認められなかった.

一方, 熱処理した酵母菌体の溶解試験の結果から, 常圧蒸留焼酎よりも減圧蒸留焼酎の製造工程から排出

される焼酎粕の方が細胞壁溶解酵素による酵母菌体等の破壊効果が期待できることがわかった.

キーワード：焼酎粕, 細胞壁溶解酵素, 酵母菌体, 栄養成分

＊ 食品廃棄物のリサイクルに関する研究 (第�報)
＊� 応用微生物部



溶液中濃度が10 mg/mlとなるように添加し, 同様

の試験を行った.

２－３ 芋焼酎粕中での��������による溶解試験
実際の芋焼酎粕にYatalaseを作用させて, 菌体等

から溶出する遊離アミノ酸の濃度を測定した. すな

わち, 芋焼酎粕1 mlに滅菌水又は酵母培養液0.5ml

を加え, ついで50 mg/ml Yatalase溶液 (0.25 Mマ

レイン酸緩衝液pH5.5) 0.5 ml, ３M硫酸マグネシウ

ム溶液0.5 mlを加え, ２, ４, ６時間後に0.2 mlを採

取し, 生菌数を測定した. 酵母培養液は, Yatalase

の溶解作用を確認するため, YPD培地で３日間培養

(28℃) したものを添加した.

また, 溶液中の遊離アミノ酸濃度の測定も行った.

アミノ酸の測定は, 溶液を0.02 N HClで20倍希

釈し0.45μmのメンブランフィルターでろ過後, 高

速アミノ酸分析計 (L-8900, 日立製作所製) を用い

てニンヒドリン発色法により測定した.

２－４ 熱処理を行った酵母菌体への細胞壁溶解酵

素の効果

熱処理 (沸騰水中で10分間処理) を行った酵母菌

体への細胞壁溶解酵素の効果を調べるため, 熱処理

を行った酵母菌体に細胞壁溶解酵素を作用させ, ２,

４, ６時間後の酵母菌体数を測定した. すなわち,

YPD培地で３日間 (28℃) 培養した酵母培養液7.5

mlを沸騰水中で10分間処理し, 遠心分離 (3000

rpm, ５分間) 後､ 上清６mlを除去し, 1.5 mlとし

た. 沈殿した酵母菌体を溶液中に分散し, 50 mg/ml

Yatalase溶液 (0.25 Mマレイン酸緩衝液pH 5.5) 0.5

ml及び３M硫酸マグネシウム溶液0.5 mlを加え, ２,

４, ６時間後に0.2 mlを採取し, 希釈水中で破裂せず

残った酵母の数を測定した.

対照として熱処理を行わなかった酵母培養液にも

同様の操作を行った. 細胞数の測定は, 細胞壁顕微

鏡下で酵母を計数した.

また, 溶液中の遊離アミノ酸濃度も測定した.

３ 結果および考察

３－１ 緩衝液中での細胞壁溶解試験

酵素剤を通常プロトプラスト調製用に使用する濃

度で作用させた場合の生菌数の割合を図１に, 溶液

中で同濃度(10 mg/ml)となるように調整して作用

させた場合の生菌数の割合を図２に示した.

６時間後の生菌数の開始時菌数に対する割合は,

プロトプラスト調製用濃度の場合では, Yatalaseが

3.0％, Westaseが59％で, 同濃度で作用させた場合

でYatalaseが2.3％, Westaseが35％となった.

Yatalaseは, プロトプラスト調製用濃度の1/2の濃

度でも効果は変わらず, Westaseは, プロトプラス

ト調製用濃度の２倍の濃度で作用させても生菌数の

割合は半分以下にはならなかった.

Yatalaseは, 糸状菌細胞壁溶解酵素とされている

が, 酵母細胞壁の溶解にも有効であることがわかっ

た.

また, 比較のため使用したZymolyase-100Tの生

菌数の割合は, プロトプラスト調製用濃度の場合20

％, 10 mg/mlの場合12％となり, Yatalaseの方が

酵母菌体の破壊効果は高いと考えられた.
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図１ プロトプラスト調製用濃度で酵素剤を作用させた
場合の生菌数の割合

図２ 同濃度 (10 mg/ml) で酵素剤を作用させた場合の
生菌数の割合



３－２ 芋焼酎粕中での��������による溶解試験
芋焼酎粕にYatalaseを作用させた場合の溶液中の

遊離アミノ酸濃度変化を図３に示した.

アスパラギン酸やグルタミン酸など２時間後に減

少して４時間後６時間後に増加しているものとロイ

シンやチロシンなどのように時間とともに減少して

いる遊離アミノ酸が見られたが, 顕著に増加する遊

離アミノ酸はなかった.

焼酎粕のpHは低く, マレイン酸緩衝液でpHが保

持できずにYatalaseがうまく作用していない可能性

が考えられたが, 対照として酵母培養液を添加した

ものの６時間後の生菌率は37％だったことから,

Yatalaseは十分作用していたと推定された.

この結果から, 焼酎粕に酵素剤を作用させて破壊

した酵母菌体から溶出する遊離アミノ酸は微量であ

ると考えられる.

３－３ 熱処理を行った酵母菌体への細胞壁溶解酵

素の効果

沸騰水中で10分間加熱処理した酵母菌体に

Yatalaseを作用させ, ２, ４, ６時間後に希釈水中

で破裂せず, 残った酵母菌体数の割合を表１に示す.

熱処理の有無にかかわらず50％程度の酵母菌体が残っ

ているが, 酵母を集菌し濃縮した状態で酵素剤を作

用させているため, ６時間後の菌体数の割合は高く

なっていると考えられる.

溶液中の遊離アミノ酸濃度を図４と５に示した.

熱処理しなかった場合は, 遊離アミノ酸の濃度が上

昇しているのに対して, 熱処理した場合は, 遊離アミ

ノ酸濃度が変化していないものが多い. これは, 熱処

理した細胞内のプロテアーゼが失活し, Yatalase

(プロテアーゼは含まれていない) により破裂し溶

出した細胞内蛋白質がアミノ酸に分解されず, 溶液

中の遊離アミノ酸濃度の上昇が見られなかったため

ではないかと推察される.

焼酎粕中に含まれる酵母は, 常圧蒸留焼酎の場合,

沸騰水中で処理された酵母と同じ状態にあると考え

られ, 酵素剤による遊離アミノ酸の溶出は難しいと

思われる. しかし, 比較的低い温度で蒸留が行われ

る減圧蒸留焼酎の場合は, 焼酎粕中の酵母が熱によ

る影響を受けていない状態で残り, 麹菌由来のプロ

テアーゼも失活していないため, 細胞壁溶解酵素に

より溶出した蛋白が分解され, 遊離アミノ酸の増加

が期待できると考えられる.
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図３ 焼酎粕にYatalaseを作用させた場合の溶液中の遊離アミノ酸濃度 (mg/100 ml)

表１ 熱処理した酵母と熱処理していない酵母にYatalase
を作用させた場合に残った細胞数の割合(％)

時間 (h) 熱処理 熱処理なし

０ 100 100

２ 92 63

４ 64 56

６ 54 49



４ まとめ�酵素剤を用いた緩衝液中での酵母菌体溶解試験の
結果, 糸状菌細胞壁溶解酵素Yatalaseが有効である

ことがわかった.�芋焼酎粕にYatalaseを作用させて溶出する遊離ア
ミノ酸は, 微量であると考えられた.�沸騰水中で熱処理した酵母菌体の溶解試験の結果
から, Yatalaseを使用して焼酎粕の栄養成分の一つ

である遊離アミノ酸を溶出させるには, 常圧蒸留よ

りも減圧蒸留で排出される焼酎粕を利用した方が有

効であることが示唆された.
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２) 森永樹, 山田和史, 高山清子, 山本英樹, 越智

洋, 水谷政美：宮崎県工業技術センター・食品開

発センター研究報告, 56, 91 (2011)

３) 第四回改訂国税庁所定分析法注解, p233, 酵

母密度
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図４ 熱処理した酵母菌体にYatalaseを作用させた場合の溶液中の遊離アミノ酸濃度 (mg/100 ml)

図５ 熱処理をしない酵母菌体にYatalaseを作用させた場合の溶液中の遊離アミノ酸濃度 (mg/100 ml)



１ はじめに

焼酎麹の固体培養は, 醸造に必要な多種類の酵素

やクエン酸を大量に生成できる培養法である. 一方,

液体培養は, 培養制御や品質管理が容易で, 効率的

な生産に適した培養方法であるが, 麹に用いる原料

によっては, 酵素やクエン酸の生産性の低下が課題

となっている. この課題を解決し, 固体培養と同様

の酵素やクエン酸の生産性を有する液体培養が確立

できれば, 様々な産業分野での応用が可能となる.

本研究では, 麹酸度が高くなる傾向がある粒子状

原麦を用いた液体大麦麹１) のクエン酸及び酵素生

産性の向上条件について検討した. さらに, 液体麹

用いた小仕込み試験により特長ある焼酎製造の可能

性を見出したので報告する.

２ 実験方法

２－１ 供試験種麹と原料

種麹は市販されている焼酎用白麹菌を用いた. 大

麦は粒子のままの原麦を試験に用いた.

２－２ 大麦麹の液体培養方法

使用前に正確に計り取った原麦と水一定量を500

mL三角フラスコに入れた. オートクレーブにより

滅菌 (121℃, 15 min) を行い, 冷却後, 種麹菌の

分生子を1.7×10５個/mLになるように接種した. そ

の後, 定温振とう培養器に入れ, 旋回方式で培養液

を撹拌しながら一定時間培養を行った.

２－３ 大麦麹液体培養液のクエン酸濃度及び酵素

活性測定

原麦４～12 g, 水200 mLで原麦と水の割合を変

えて液体培養を行った. 培養時間は, 100時間まで

とし, 経時的にサンプリングを行った.

クエン酸の測定は, 培養液を適宜希釈し, 0.45��
フィルターでろ過後, 有機酸分析システム (LC

-20AD：島津製作所) を用いて測定した. 分析条件

は次のとおりである. カラム：Shim-packSCR

-102H (φ８mm×300 mm, ２本直列) 移動相：

５mM p-トルエンスルホン酸, 緩衝液：５mM

p-トルエンスルホン酸, 20 mM Bis-tris, 100 ��
EDTA, 流速0.8 mL/min, カラム温度：40℃, 検

出器：電気伝導度検出器.

酵素活性の測定は, 次のとおり行った. α-アミ

ラーゼ及びグルコアミラーゼは, キッコーマン㈱製

の測定キットを使用し, 国税庁所定分析法に準じた

活性を算出した. 酸性プロテアーゼは, 国税庁所定

分析法に準じて測定した２). 得られた液体麹の酵素
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活性は, 液体培養開始時の原麦量を固体麹量として

算出した.

２－４ 液体培養大麦麹を用いた小仕込み試験

原麦４gまたは８g, 水200 mL, 培養温度35℃,

培養時間50 hで培養した液体大麦麹を用いて小仕込

み試験を行った. 一次仕込みにおいて, 宮崎酵母

１mL (５×10７cells/mL) を加え, ５日間培養を

行い, 二次仕込みにおいて, 米, 麦は100 g, 甘藷

は230 g (蒸煮時間50 min) を仕込み, 発酵させた.

液体大麦麹の代わりに対照として, 固体大麦麹 (精

麦度65) を４g又は８g使用し, 同様に一次, 二次

仕込みを行った.

発酵後試留を行い, 得られた試留液を振動式密度

計 (DA-155：京都電子工業㈱製) によりアルコー

ル分を測定した. 酸度は, 試留液10 mLを0.01 N水

酸化ナトリウムで滴定し, 滴下量 (mL) を試留酸

度とした. 香気成分濃度については, 試留液５mL

および内部標準液 (１-ペンタノール250 mg/L)

0.1 mLを20 mL容ガラス製バイアルに入れて密栓した

ものを試料とし, ヘッドスペース－ガスクロマトグラ

フ分析システム (パーキンエルマー社製TurboMatrix

HS－島津製作所製GC2010Plus：J&W DB-WAX；

I.D. 0.53 mm×30 m, Film１��, 50→225℃ (４℃

/min), FID検出器) を用いて測定した.

３ 結果および考察

３－１ 原麦量の違いによるクエン酸濃度及び酵素

活性

原麦４g～12 g, 水200 mL, 培養温度35℃で液体

麹を調製した. 培養中の各三角フラスコから一定時

間毎にサンプリングを行い, クエン酸濃度 (図１),

α-アミラーゼ活性 (図２), グルコアミラーゼ活性

(図３) 及び酸性プロテアーゼ活性 (図４) を測定

した.

原麦量４g及び８g, 培養時間40 h～90 hにおいて,

クエン酸濃度は, 1,500 mg/L以上の高濃度を維持

しており, 雑菌等の汚染を防ぐことができると考え

られた. α－アミラーゼ活性は, 培養初期に活性が

高く時間の経過とともに減少することがわかった.

一方, グルコアミラーゼ活性は, 培養後期に活性が

高くなる傾向であった. 酸性プロテアーゼ活性は,

原麦量４g及び８gでは, 培養時間40～50 hのとき最

も活性が最も高かった. 以上のことから, 原麦量８g

で培養時間が約50 hのとき, クエン酸濃度が高く,

各酵素活性も高いことがわかった.
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図１ 原麦量とクエン濃度

図２ 原麦量とα-アミラーゼ活性

図３ 原麦量とグルコアミラーゼ活性



３－２ 液体培養大麦麹による小仕込み試験

原麦量８gで50時間培養した液体大麦麹を用いて,

米, 麦及び甘藷の小仕込み試験を行った. 発酵経過

は, 発生した炭酸ガス量により観察し, 順調な発酵

を確認した (図５).

熟成もろみを試留して得られた, 酸度, アルコー

ル濃度及び収得歩合を表１に示す. 液体麹による小

仕込み試験は, 固体麹によるものとほとんど差が無

く, 液体麹においても固体麹と変わりなく良好な発

酵が行われたと考えられた.

小仕込み試験により得た試留液のn-プロピルアル

コール (P), i-ブチルアルコール (B), i-アミルアル

コール (A) の含量 (表２) を測定し検討した. 麦,

甘藷による小仕込み試験の主要香気成分含量は, 液

体麹と固体麹で違いはあまり見られなかった. 一方,

米による小仕込み試験では, 液体麹のn-プロピルア

ルコール濃度は, 固体麹の約２倍の含量であった.

原麦量４, ８gで50時間培養した液体大麦麹を用

いて, 再度, 米による小仕込み試験を行ったところ,

熟成もろみ試留液の香気成分の濃度に違いが見られ

た (図６). すなわち, ８gの原麦を用いた液体麹

のみn-プロピルアルコール濃度が高くなっており,

A/P比が通常の米製焼酎 (1.9-4.6)３)に比べ著しく低

くなっていた (表３).
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図４ 原麦量と酸性プロテアーゼ活性

図５ 二次もろみの発酵過程

表１ 液体及び固体麹による小仕込み試験結果

酸度 アルコール(％) 収得歩合(％)

米
液体 2.2 15.6 72.7

固体 2.7 15.8 75.9

麦
液体 4.3 13.4 67.0

固体 3.1 13.8 69.8

甘藷
液体 1.4 10.8 79.4

固体 2.0 10.5 81.1

表２ 試留液の主要香気成分の含量
(mg/L at 25% alcohol)

n-プロピル
アルコール

i-ブチル
アルコール

i-アミル
アルコール

β-フェネチル
アルコール

米
液体 443 182 479 252

固体 223 176 475 215

麦
液体 213 220 512 281

固体 178 213 553 202

甘藷
液体 92 360 930 223

固体 100 386 1008 290

図６ もろみ試留液の主な香気成分



４ まとめ

液体大麦麹の培養及び小仕込み試験を行い, 検討

したところ以下の結果を得た.

① 液体大麦麹の培養で, クエン酸及び各種酵素の

生産性制御が可能であることが示唆された.

② 液体大麦麹による米, 麦及び甘藷の小仕込み試

験において, 固体麹と同等の順調な発酵が確か

められた.

③ 麦及び甘藷による小仕込み試験では, 液体麹及

び固体麹の発酵過程, 試留後の測定結果に違い

は見られなかった.

④ 米による小仕込み試験では, 香気成分が固体麹

と比べてn-プロピルアルコール濃度が高くなる

ことがわかり, 酒質の異なる焼酎製造が可能で

あると推定された.
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表３ 小仕込み試験の主要香気成分の比率

液体麹４g-米 固体麹４g-米 液体麹８g-米 固体麹８g-米

Ａ/Ｐ 2.3 2.2 1.1 1.8

Ａ/Ｂ 2.2 2.3 2.4 2.6

Ｂ/Ｐ 1.1 0.9 0.5 0.7
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